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序     文 

 

独立行政法人国際協力機構は、カンボジア王国（以下、「カンボジア国」）と締結した討議議

事録（R/D）に基づき、バッタンバン州における農業技術の改善及び農家への技術普及を目的とし

た技術協力プロジェクト「カンボジア・バッタンバン農業生産性強化計画」を平成15年4月から3

年間の予定で実施してきました。 

この度、プロジェクトの協力期間終了を約7カ月後に控え、協力期間中の活動実績等について、

カンボジア国側と合同で総合的な評価を行うとともに、今後の対応策等を協議するため、平成17

年7月24日から8月6日まで、当機構農村開発部 西牧 隆壯を団長とする終了時評価調査団を現地

に派遣しました。 

本報告書は、同調査団によるカンボジア国政府関係者との協議及び評価調査結果等を取りまと

めたものであり、本プロジェクトならびに関連する国際協力の推進に活用されることを願うもの

です。 

終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心から感謝の意を表しま

す。 

 

平成17年8月 
 
独立行政法人国際協力機構 
カンボジア事務所 
所  長  力  石  寿  郎 
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：カンボジア 案件名：バッタンバン農業生産性強化計画 

分野：農業 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：カンボジア事務所 協力金額（評価時点）：281 百万円 

先方関係機関：農林水産省、ﾊﾞｯﾀﾝﾊﾞﾝ州農業局 

日本国側協力機関：農林水産省 協力期間 

R/D 署名日：2002 年 12 月 20 日  
協力期間： 2003 年 4 月 1 日  

～2006 年 3 月 31 日 他の関連協力：灌漑技術センター計画 

１－１ 協力の背景と概要 

カンボジア王国（以下、「カンボジア国」）は、長きにわたり内戦及び政治的混乱が続いたが、1991
年、パリ和平協定が締結されカンボジア国政府が成立した。その後 1998 年に総選挙が実施され、新

政権の樹立により国内は安定し、国家の復興と開発に力を注いでいる。  
同国では、全人口の約 84％が農林水産業に従事し、GDP の約 40％を占めている。特に稲は基幹

作物で、作付面積の約 90％を占めている。しかしながら、灌漑施設の不足から天水依存の雨期作が

主体となっており、天候の影響を受けやすく不安定で、籾の単位面積当たりの収量は平均で約 1.9t/ha
と極めて低い水準にある。このような状況下で依然として多くの農民が貧困の中で生活しており、

地域における農業の改善が急務である。  
これを受けて、カンボジア国政府は農業技術の改善及び農家への技術普及を行うことを目的とし

た技術協力プロジェクトを要請してきた。  
旧国際協力事業団（現独立行政法人国際協力機構 以下、「 JICA」）は、2001 年 1 月から 1 カ月間

個別専門家を派遣し、また同年 4 月にはプロジェクト形成調査を実施した。その結果、農業生産の

ポテンシャルが高く、稲作においても国内で主要な位置付けにあるバッタンバン州において「ベク

チャン農業試験場を拠点とし、優良種子の増殖体制を確立し、現場農家での実証、展示を通じた普

及を図る」案が提案された。この提案に基づき、2002 年 1 月に第 1 次短期調査団を派遣し、さらに、

同年 5 月 2 日に第 2 次短期調査団、12 月にはプロジェクト実施協議調査団を派遣しプロジェクトの

枠組み作りを行ない、実施体制についてカンボジア国政府との間で合意がなされた。  
 

１－２ 協力内容 

2002 年 12 月、プロジェクト実施協議調査団は、カンボジア国政府との間で本プロジェクトに関

わる討議議事録（R/D）及びミニッツ（M/D）を取り交わした。本プロジェクトは 2003 年 4 月から

3 年間を実施期間として開始されることになった。その概要は以下のとおりである。  

• プロジェクト目標を「農民の積極的な参加を通じて、コンピンプイ地域の協力農家の農業生産

性が向上し生計が安定する」とする。 

• プロジェクト開始年度に対象地域においてベースライン調査(社会経済調査等)を行い、地域の現

状を把握した上で、活動を進める。 

• プロジェクトの活動として、稲作技術改善、営農改善(農業生産の多様化を含む)、農民組織の形

成及び強化を柱とする。 

• そのため日本国側は、4 名の長期専門家と必要に応じた短期専門家の派遣、カウンターパート（以

下、「C/P」）の研修員受入れ、約 2,000 万円の機材供与、800 万円の基盤整備、活動実施費用の

一部負担を行うこととした。  
• カンボジア国側は、C/P の配置と 2 つの農業試験場の施設、圃場を提供し、水道、電気等の基本

的プロジェクト運営費用の確保を行う。  
• プロジェクトダイレクターを農林水産省 農業農地改良局長、プロジェクトマネージャーをバッ

タンバン州農林水産局次長とし、運営機関として合同調整委員会及び運営委員会を設置し、プロ

ジェクト全体の進捗管理を行う。  

2003 年 4 月、3 人の長期専門家及び 1 人の短期専門家が派遣され、プロジェクトが正式に開始

された。  

(1) 上位目標 

コンピンプイ地域の農家の生計が安定する。バッタンバン州の農業生産性が向上する。 
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(2) プロジェクト目標 

農民の積極的な参加を通じてコンピンプイ地域の協力農家の農業生産性が向上し、生計が安

定する。 

(3) 成果 

0. 対象エリアの現状が把握される 

1. 稲作技術が改善される 

2. 協力農家の多角化を含む営農体系が改善される 

3. 農民グループによる活動が促進される 

(4) 投入（評価時点） 

日本国側： 

長期専門家派遣 4 名  機材供与  18.8 百万円  
短期専門家派遣  4 名  ローカルコスト負担  55.3 百万円  
研修員受入  4 名  

相手国側：  
C/P 配置  13 名  ローカルコスト負担61.2 百万リエル（1.6 百万円） 

２．評価調査団の概要 

調査者 担当分野  氏名  職位  
総括  西牧 隆壯  JICA 農村開発部課題アドバイザー  
農業技術  西村 美彦  名古屋大学大学院教授  
農民組織  板垣 恵子  グローバルリンクマネージメント（株）  
評価分析  岡部 寛  （株）かいはつマネジメント・コンサルティング  
計画管理  武市 二郎  JICA カンボジア事務所企画調査員   

調査期間  2005 年 7 月 24 日～2005 年 8 月 6 日 評価種類：終了時評価  
３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

・プロジェクト目標の指標としては、以下の 3 つの指標が設定されている。それぞれの達成度は

以下のとおり。 

(1) 優良種子利用者グループのコメの収量が、KADC（コンピンプイ農業開発センター）の収量

の 80％に達する：2004 年は目標を達成した。2005 年雨期作収穫後にも調査する必要がある。

(2) 優良種子利用者グループメンバーの 80％のコメの品質が優良米と評価される：市場価格より

高く販売できたことで、ある程度の成果を上げたといえる。 

(3) FFS（農民圃場学校）参加者の 50％以上の生計が改善される：プロジェクト終了までにイン

パクト調査を実施し、成果を判断するための数値データを収集する必要がある。  
 

・アウトプット：4 つのアウトプットそれぞれの実績は、以下のとおり。 

(1) 現状の把握：充分に行われている。 

(2) 稲作技術の改善：(1-1)システムとして、種子が農民グループによって生産・利用され始めた

ことで目標は達成された。(1-2)技術指針はまだ作られていない。農民アンケート調査の結果

を分析したところ、プロジェクト終了までに修了する見込みは高い。 

(3) 営農体系の改善：(2-1)営農年間計画が営農協力農家 5 戸の 60％に利用されており、目標は

達成された。(2-2)営農多角化メニューは作成されていない。プロジェクト終了までに、研修

を受けた農民がどの程度それを活用しているのか、調査する必要がある。 

(4) 農民グループ活動の促進：(3-1)水利組合の強化によって、水利費の徴収・管理の他、灌漑水

の管理が行われていることから、水利組合の強化という面からは成果を上げている。(3-2)

対象 10 村全てで女性グループが立ち上がり、その内 6 村でリーダーが同定された。 

・上位目標：上位目標の指標としては、バッタンバンにおけるコメ生産の増加が設定されている。

評価調査時点では、優良種子生産が 69 戸まで増加したが、その成果がバッタンバン州全体の

コメ生産増加に寄与するか否か、その成果の発現には長い時間がかかることが予想される。

・投入：プロジェクト当初に計画したとおり、ほとんどの投入が計画通りになされた。 
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３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

以下の観点から総合的に評価をし、妥当性は高いと判断された。 

・カンボジア国開発政策・戦略との整合性  
カンボジア国政府は、開発政策・戦略で貧困削減、農業セクターの改善、農村部住民の生

計向上に極めて高い優先度を置いており、整合性は高い。  

・対象グループのニーズとの適合性、選択した対象グループの適切性  
プロジェクトは、ベースライン調査、計画作成段階、実施段階において、日常的に対象グ

ループへの接触を心がけており、その結果、対象農民は主体的にプロジェクトに関わってい

る。また、プロジェクトは、その便益を広く波及させるために、灌漑農民だけでなく、土地

無し農民や女性等も対象農民として加えており、対象グループの選択は適当であった。  

・日本国・ JICA の援助方針との整合性  
日本国政府、 JICA とも農業・農村開発を重点項目としており、整合性は高い。  

 

(2) 有効性 

以下の観点から総合的に評価し、有効性は高いと判断した。 

・プロジェクト目標の達成見込み 

・アウトプットの適切性 

・外部条件の影響 

プロジェクト対象農民の農業生産性は向上している。加えて、調査団の観察結果からは、プ

ロジェクトで実施した研修に参加した農民がその技術を取り入れ、農民間の情報ネットワーク

を広げていることは確かである。また、一部農民は、圃場内外での活動を起こし、収入向上に

結び付けていた。このようなことから、2006 年 3 月のプロジェクト終了時までに、彼らの生計

がより改善され、安定する方向に向かうことが期待されることから、プロジェクト目標の達成

見込みは高いといえる。ただし、現時点では定量的なデータが不足しているため、終了時まで

にはインパクト調査等を実施し、プロジェクトの有効性についてより詳細に把握することが必

要である。  
   アウトプットの適切性について、プロジェクト目標（農業生産性・稲の質及び生計向上の達

成）の達成のために、ニーズ調査、稲作技術改善、営農改善、グループ活動の活性化のこれら

4 つのアウトプットを設定したことは、ニーズに基づく技術・営農改善を行うとともに、農民

間や周辺業者のネットワークを強化することを想定しており、論理的かつ適切であったと判断

される。  
PDM には外部条件として「灌漑水の不足が生じない」が含まれていたが、プロジェクトは実

際に灌漑水の不足問題に直面しており、プロジェクト実施期間の内、これまで灌漑耕作が実施

できたのは一度だけである。プロジェクト活動の多くが灌漑耕作と関連しているため、灌漑水

の不足が生じなければ、プロジェクトの成果はより上がっていたと推測される。天候の条件は、

プロジェクトでコントロールできる要因ではないため、外部条件の設定は妥当であるが、灌漑

用水不足の場合にプロジェクト成果を確保できるような方策を、計画に含めることも検討すべ

きであった。  
 

(3) 効率性 

以下の観点から総合的に評価し、効率性は高いと判断した。 

・活動とアウトプット産出の因果関係 

・投入の適切性、適時性 

・他の類似案件との比較 

・外部条件の影響、適切性 

稲作栽培技術と農民組織に関連したアウトプットは、評価調査の時点でタイミング的に難し

い部分を除き、ほぼ全てが計画通りに産出されていること、営農に関するアウトプットは、プ
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ロジェクト終了時までには産出されると予想されていることから、活動の適切性について、  
4 つのアウトプットを産出するために必要な活動は、全て網羅されていたと判断される。  
また、活動のための投入の適切性、適時性について、カンボジア国側の C/P 配置等に一部の

遅れはあったが、その他のほとんどの投入は計画通りになされたこと、また他の C/P やプロジ

ェクト専門家によるフォローにより、プロジェクトの実施プロセスに大きな影響は無かったと

判断される。他の類似案件に比べても、事業対象地の面積、受益農家数、事業額、投入内容・

規模の差は無く、適正である。  
外部条件の影響、適切性については、プロジェクトでは、営農改善のために、営農協力農家

を選び支援することが必要と考え実施してきている。その一方で、対象地域内でこうした協力

農家を見つけることは簡単ではないことに加えて、病気や家族の妊娠で 2 人の協力農家がプロ

ジェクト活動を突然停止しなければならなくなってしまった。プロジェクトがこうした個人的

な問題までもコントロールできる訳ではないが、リスクの 1 つとしてあらかじめ考慮しておく

べきだったと判断される。  
 

(4) インパクト 

以下の観点から評価をし、インパクトはある程度あると判断した。 

・上位目標の達成見込み、適切性 

・外部条件の適切性 

・プロジェクトによる正負のインパクト 

上位目標の達成見込み、適切性については、プロジェクトの波及効果が生じているといえる。

このことから、上位目標が達成される見込みはあると判断されるが、そのためには組織や制度・

政策等必要な措置が講じられること、その上でも 3～5 年以上の期間は必要であることが理解さ

れなければならない。  
全ての外部条件は、上位目標達成のために適切に設定されていた。加えて、プロジェクト終

了後については、KADC が核となって活動を継続することが必要である。  
プロジェクトによる正負のインパクトについては、優良種子生産量の増加による農民間販売、

種子生産等、いくつか正のインパクトが認められる一方、負のインパクトとして深刻なものは

認められなかった。 

 

(5) 自立発展性 

以下の観点から評価をし、組織的な自立発展性に懸念が残るものの、その他の自立発展性は

高いと判断した。 

・活動継続に向けた政策的支援の見込み 

・活動継続に向けた組織的な自立発展性の見込み 

・技術の普及見込み 

・社会面等からの受容性 

政策的支援の見込みは、カンボジア国において農業・農村開発は重要な開発戦略の 1 つであ

ることから、カンボジア国政府は本プロジェクトの重要性を極めて高いと認識しており、プロ

ジェクトは、政策的に、特に農業省からの支援を受けられる可能性が高いと見込まれる。 

組織的な自立発展性の見込みについて、KADC は現在、種子と稲の生産・販売によって活動資

金を賄っているが、それだけで今後、現在のプロジェクト活動全てを継続できる訳ではない。

これまでの活動を継続し、さらに拡大・発展させていくためには、農業省やドナー等、外部か

らの財政的支援が必要である。カンボジア・日本両国政府によって本件が考慮されることが望

まれる。また、バッタンバン州農業局により KADC にスタッフが継続的に配置され、主体的に活

動が実施されることが望まれる。 

技術の普及見込みについて、プロジェクトが導入している技術は平易かつ農民が適用できる

レベルである。また、プロジェクトでは農民グループを形成した上で、導入した技術を農民か

ら農民へ移転することに努めている。カンボジアの現状を考えた場合、こうした技術やその移

転方法は、現在の政府普及員や農民によって活用され、他地域へ普及されることが期待される。

社会面等からの受容性については、ベースライン調査の実施、農民との密なコミュニケーシ

ョン等のプロジェクトの様々な配慮によって、プロジェクトが社会的、伝統文化的に受け入れ
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られる可能性は高く、持続的効果が妨げられる可能性は低いと判断される。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

ベースライン調査により現状や農民ニーズを把握したこと、それらをプロジェクト計画へ反

映したこと、土地無し農民や女性もプロジェクトの対象者とし、灌漑農業の促進によって灌漑

農地を持つ者、持たない者の間の経済格差が拡大しないように意識したこと等、プロジェクト

の効果発現に大きな貢献をしたと判断される。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

プロジェクトでは、農民との日常的かつ密なコミュニケーション、村長を通じたプロジェク

トに相応しい対象農民の選定等を心がけている。また、常にプロジェクト活動を通じて C/P へ

技術移転する、という視点で彼らが主体的に動けるよう支援している。こうした配慮が、農民

のプロジェクト活動への積極的な参加を促し、また C/P の自主性を育成する上で、極めて大き

な貢献をしたと考えられる。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

プロジェクト目標を達成するための外部条件の 1 つが「灌漑水の不足が生じない」である。

プロジェクトは実際に灌漑水の不足問題に直面しており、プロジェクト実施期間の内、これま

で灌漑耕作が実施できたのは一度だけである。プロジェクト活動の多くが灌漑耕作と関連して

いるため、灌漑水の不足が生じなければ、プロジェクトの成果はより上がっていたと推測され

る。  
 

(2) 実施プロセスに関すること 

篤農家等、先進的な農家、つまり営農協力農家を地域内で見つけることが難しい上、確保し

た 5 名の内、2 人の協力農家が病気や家族の妊娠でプロジェクト活動を突然停止しなければなら

なくなってしまった。その結果、プロジェクト開始当初は、農家圃場を借りた多角化の試みが

なかなか実施できず、技術普及も当初予想したようには進まなかった。  
 

３－５ 結論 

上述した評価結果に基づき、現時点では、プロジェクト目標はプロジェクトが終了する 2006 年

3 月までに達成される見込みが高いと判断される。しかし、プロジェクトの自立発展性を確保するた

めには、両国政府によってなお、適切な措置が講じられる必要があると考えられる。プロジェクト

は、カンボジア国における農業・農村開発の 1 つのモデルであると考えられることから、その成果

は国内他地域へも拡げていくべきである。こうしたことを包括すれば、本プロジェクトは当初計画

通り、2006 年 3 月 31 日をもって終了されることが望ましいと判断される。  
 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

(1) プロジェクトが農家の生計をどの程度改善したかを把握するために、プロジェクトは協力期

間終了前にインパクト調査を実施し、ベースライン調査で得られたデータと比較をする必要が

ある。加えて、技術研修に参加した農家がどの程度研修内容を実践しているか、フォローアッ

プ調査も実施すべきである。 

(2) プロジェクトは，残された期間灌漑システムの適正管理がなされるよう、水利費徴収だけで

なく水資源気象局の計画に基づいた水管理の観点で、引き続き水利組合強化に向けた支援を行

わなければならない。 

(3) プロジェクトは、カンボジア国におけるプロジェクトの意義を鑑み、中央政府及び他ドナー

にプロジェクトの成果を発表する等、更なる広報活動が必要である。 

(4) 協力期間終了後，プロジェクトの成果は他の地域へも普及されるべきである。特にプロジェ

クトが採用したFFSをはじめとする技術移転の手法は，カンボジア国で実施される類似案件でも

適用可能である。そのためまず、農林水産省及び農業局は、開発適地の農民のニーズ、政府普
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及員の現状や地域の開発可能性の違い等について調査を行うべきである。  

(5) プロジェクト対象地域では優良種子に対する需要が高いことから、農業局は傘下の各試験場

での種子増殖を促進すべきである。コンピンプイ農業開発センターは、優良種子の生産販売に

よって独立採算で運営できる可能性もあり、州内の各試験場でも同様の運営が可能か、調査す

る必要がある。 

(6) 灌漑農業を成功に導くため、州レベルでの農業局と水資源気象局及び中央レベルでの農林水

産省と水資源気象省との連携は、さらに強化されるべきである。水資源気象局と水資源気象省

は、灌漑配水計画の策定、農業局と農林水産省はその実施にそれぞれ責任を持つことから、4者
間の連携と協力が強く期待される。  

(7) プロジェクトは、普及活動や試験場における栽培実験に関し、C/Pの能力を開発してきた。農

業局職員の更なる能力向上に向け、大学院における農業教育の機会が提供されることが望まれ

る。  

(8) 上位目標の目標設定（特に指標の追加、明確化及び見直し、指標入手手段）について、更な

る考慮が必要である。具体的には、「コンピンプイ地域の生計が安定する」という目標に対する

指標を設置すること、バッタンバンにおけるコメ生産の増加についてはその波及の対象が広い

ことから、「バッタンバンのコメの生産量にどの程度貢献できそうなのか」プロジェクト終了時

点で判断することが望まれる。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運

営管理に参考となる事柄） 

(1) 稲作農家と市場（特に精米業者）との関係強化を意図したプロジェクトのアプローチは、農

家の生計向上に効果があることが確認された。こうした関係強化には、プロジェクトが立ち上

げたBARN（バッタンバン農業農村ネットワーク）も大きく寄与しており、農業局は今後も農村

開発における民間セクターの活用を最大限検討すべきである。  

(2) プロジェクト目標の達成度を測る1つの指標として「グループメンバーが生産したコメの品質

が優良と評価される」を設定した。農家が生産したコメが高品質米として市場に受け入れられ

れば、農家はより多くの利益を得ることができ、プロジェクト目標に直結することは明白であ

る。この指標の評価は市場に委ねられるため必ずしも客観的とは言えないが、市場指向のプロ

ジェクトであることから有効な指標と考えられる。  

(3) プロジェクトの多くの活動は灌漑用水と密接な関係を持ち、PDMにもプロジェクト目標を達

成するための外部条件として「著しい灌漑用水不足が生じない」と明記されていた。しかし残

念なことに、コンピンプイ・ダムの水不足から、灌漑用水が利用できたのは3年間のプロジェク

ト期間の内、一作期のみであり、明らかにプロジェクトが実施した研修の効果発現を阻害した。

この事実から、たとえ灌漑を主体としたプロジェクトにおいても、灌漑用水不足の場合にプロ

ジェクト成果を確保できるような方策を計画に含めるべきである。本プロジェクトにおいても、

天水による稲作手法や市場指向の組織形成・強化といった研修を活動に含めていれば、成果の

発現はより大きかったと思われる。  
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第１章  終了時評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

カンボジア王国（以下、「カンボジア国」）は、長きにわたり内戦及び政治的混乱が続いたが、

1991年、パリ和平協定が締結されカンボジア国政府が成立した。その後1998年に総選挙が実施さ

れ、新政権の樹立により国内は安定し、国家の復興と開発に力を注いでいる。 

同国では、全人口の約84％が農林水産業に従事し、GDPの約40％占めている。特に稲は基幹作物

で、作付面積の約90％を占めている。しかしながら、灌漑施設の不足から天水依存の雨期作が主

体となっており、天候の影響を受けやすく不安定で、籾の単位面積当たりの収量は平均で約1.9t/ha

と極めて低い水準にある。このような状況下で依然として多くの農民が貧困の中で生活しており、

地域における農業の改善が急務である。 

これを受けて、カンボジア国政府は、農業技術の改善及び農家への技術普及を行うことを目的

とした、技術協力プロジェクトを要請してきた。 

独立行政法人国際協力機構（以下、「JICA」）は、2001年1月から1カ月間個別専門家を派遣し、

また同年4月にはプロジェクト形成調査を実施した。その結果、農業生産のポテンシャルが高く、

稲作においても国内で主要な位置付けにあるバッタンバン州において、「ベクチャン農業試験場

を拠点とし、優良種子の増殖体制を確立し、現場農家での実証、展示を通じた普及を図る」案が

提案された。この提案に基づき、2002年1月に第1次短期調査団を派遣し、さらに、同年5月2日に

第2次短期調査団を派遣してプロジェクトの枠組みづくりを行った。その後、2002年12月に実施協

議調査団を派遣しR/Dを締結、2003年4月1日から3年間の計画で技術協力プロジェクトを開始した。

さらに、2003年11月及び2004年8月にそれぞれ運営指導調査団を派遣し、適宜PDMを修正しながら

実質的なプロジェクト活動を行ってきた。 

今回の調査団は、プロジェクトの協力期間が2006年3月をもって終了予定であるため、以下の目

的により評価調査を行った。 

• プロジェクト開始より調査団派遣時点までの活動実績及び達成度を、R/D、PO、PDM等に基 

づき、評価5項目の視点から合同評価する。 

• プロジェクト運営上の問題点及び終了後の取り組みについて検討し、必要事項を提言する。 

• 今後類似案件が実施された場合に、その案件を効率的に立案・実施するため、本協力の実施 

による教訓・提言を取りまとめる。 

 

１－２ 調査団員の構成 

(1) 調査団の構成 

担当分野 氏名 現職 

総括 西牧 隆壯 JICA農村開発部課題アドバイザー 

農業技術 西村 美彦 名古屋大学大学院教授 

農民組織 板垣 啓子 グローバルリンクマネージメント（株） 

評価分析 岡部 寛 （株）かいはつマネジメント・コンサルティング 

計画管理 武市 二郎 JICAカンボジア事務所企画調査員 
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(2) 調査期間 

2005年7月24日～8月6日 

 

(3) 終了時評価方法 

日本国・カンボジア国双方の評価チームにより、以下の評価項目に沿って合同評価を行い、

プロジェクトの当初計画、双方の投入実績、活動実績、プロジェクト実施の効果、運営管理

体制等につき評価調査を行う。併せて、残る協力期間における達成度の見込みについても検

討し、これらの結果を合同評価レポートに取りまとめ、評価チームとして両国政府関係当局

に報告する。 

 

１－３ プロジェクトの概要 

(1) プロジェクトサイト：バッタンバン州 

(2) 協力期間：2003 年 4 月 1 日～2006 年 3 月 31 日 

(3) 相手国機関名：農林水産省農業農地改良局、バッタンバン州農林水産局 

(4) 上位目標： 

ア．コンピンプイ地域の農家の生計が安定する 

イ．バッタンバン州の農業生産性が向上する  

(5) プロジェクト目標： 

農民の積極的な参加を通じてコンピンプイ地域の協力農家の農業生産性が向上し、生計が安

定する。 

(6) 成果： 

0. 対象地域の現状が把握される 

1. 稲生産技術が改善される 

2. 協力農家の農作物の営農体系が改善される（多角化を含む） 

3. 農民グループによる活動が促進される 

(7) 活動： 

0-1 社会経済調査を実施する 

0-2 灌漑システムの現況調査を実施する 

0-3 農産物流通マーケット調査を実施する 

1-1 農家のニーズに基づき水稲品種を選定する 

1-2 協力農家においてニーズにあった水稲優良種子を増殖し、農家へ供給する 

1-3 稲生産技術の改善を行う（水稲二期作、圃場水管理、収穫後処理を含む） 

1-4 稲作生産技術を実証展示し、研修を通じて協力農家へ普及する 

2-1 多角化メニューを作成する（コメ以外の作物、小規模な水産、家畜を含む） 

2-2 協力農家と共に営農体系を計画・実施する 

2-3 研修を通じてモデルを普及する 

3-1 水利組合の活性化のための支援、強化のための研修を実施する 

3-2 農村女性を支援し、グループ活動を強化する 

3-3 参加型開発について行政関係者への研修を行う 
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本プロジェクト実施にあたっては、活動を2段階に分けて行う。 

＜第一段階（開始後6カ月間）＞ 

対象エリアの社会経済状況を把握し、地域や農民の現状、問題点、農民のニーズや考え方を

明らかにする（NGOとの連携を検討）。結果に基づき、活動毎に対象農家、農民グループを選

定し詳細な活動計画を策定する。 

＜第二段階（その後の期間）＞ 

策定された活動計画を実施する。基本的な方法としては、行政官や普及員に対し技術移転を

行いながら、協力農家とともにFarmers Field School（農民圃場学校：実証圃場において複数の農

家を集め、共に活動を進めながら技術移転を行う手法）を進め、指導を受けた農家が近隣農家

に技術を広めていくことで、対象エリア全域への技術の波及を行う。また、水利組合の設立、

再編を促し、基本的な維持管理運営を支援する。その他の農民組織については、調査結果から

農民主導で行えるものについて協力する。なお、本プロジェクトでは、州政府のイニシアチブ

により地域農家、政府関係者、NGO等から成る「バッタンバン農業・農村ネットワーク」を設

置し、プロジェクト期間中の連携の枠組とし、プロジェクト成果の州内への波及を担う。 

 

１－４ 調査結果の概要 

(1) 本調査団は、在カンボジア国日本大使館、JICAカンボジア事務所、BAPEPプロジェクトチ

ームの事前の周到な準備、カンボジア国側評価チームの熱心な協力により、予定通り調査

を進め、8月4日、カンボジア国側評価チームと評価結果について合意に達し、同日BAPEP

合同調整委員会において、本報告結果を記載した終了時報告書が承認された。 

(2) 本調査団は、カンボジア国側評価チームと合同評価チームを結成し、5項目評価基準に沿っ

て、PDM、PO、各種報告書等既存の資料の確認、日本人専門家、C/Pからの聞き取り、コン

ピンプイ地域の視察及び関係農家、組合代表者からの聞き取り等を通し、その結果を別添

の終了時評価報告書として取りまとめた。 

(3) 終了時評価の結果、本プロジェクトは効果的、効率的に実施され、否定的なインパクトは

認められず、成功裏にプロジェクト目標を達成することが確認され、予定通り、2006年3月

31日をもって終了することと結論付けられた。プロジェクトの持続性については、KADCに

おいて、種子販売による独自予算の確保等、努力の跡が認められるが、今後BAPEPプロジ

ェクト事業を継続、拡大していく上で、組織的、財政的、技術的課題が指摘され、カンボジ

ア国側及び日本国側の今後の適切な措置が求められる。 

(4) 本プロジェクトの次期フェーズに関して17年度案件として、「検定水稲種子振興計画」が

カンボジア国政府側から提出され、18年度案件として、「BAPEPフェーズ2、農村地域振興

プロジェクト」がカンボジア国政府内で検討中である。現在のBAPEPプロジェクトをパイ

ロットプロジェクトの段階としてみれば、フェーズ2の実施によって、バッタンバン州全域

への普及が図られることが検討されて然るべきものと考えられる。来年3月の終了後、でき

るだけ早い段階で次期フェーズの開始が望ましいことも考慮すれば、17年度案件を18年度

のものに差し替えた上で、案件の採択が可能なように関係者の間の調整が望まれる。 
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(5) コンピンプイ地区の開発については、FAOが本年9月頃からSPFSに基づく事業実施を考えて

いる。SPFSのコンポーネントはBAPEPプロジェクトの事業コンポーネントと類似しており、

本事業実績の活用がさらに生かされることが期待される。一方、フェーズ2でバッタンバン

州全域への展開を図る上で、現在のプロジェクトが育ててきた人材（政府の人材から農家

に至るまで）の活用は重要で、こういった点についてもFAOとの調整が必要となろう。 
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第２章 プロジェクトの成果と今後の課題  

 
２－１ 農業技術分野の現状と問題点 

「コンピンプイ地域の農家の生活が安定する。バッタンバン州の農業生産が向上す

る」の上位目標に対して実質 2 年の活動実績からでは、対象地域範囲が広いため現状

では達成できたという確認できなかった。成果の地域的な広がりには時間が短すぎる

と考えるが将来的には可能性があると評価できる。当然ながら、プロジェクト活動が

導入された地区については技術的改良による生産性の向上を確認した。  

「農民の積極的な参加を通じてコンピンプイ地域の参加農家の生産性が向上し、生計

が安定する」というプロジェクト目標に対してプロジェクトの活動と成果を評価し、

現状と問題点を明確にした。  

(1) 「参加農家の生産向上」に対する活動と結果  
1) コメの生産技術の向上 /改善  

稲作栽培における生産性はプロジェクトの指導が導入されたことにより明ら

かに増大した。この要因の対応策として田植え（移植）により、稲の倒伏（ lodging）

に対応した肥培管理を導入したことである。特に窒素肥料のコントロール（ 30

～ 45kg/ha）と栽移植密度をやや粗密化（ 25×25cm）により対応した（成果： 1

－2）。2004 年における水稲栽培の結果、参加農家の平均収量は 4.41kg/ha（PRD

種  4.27kg/ha、RC 種  4.70kg/ha）であり、未参加農家の収量は 3.8kg/ha（田植え

3.95kg/ha、直播 3.73kg/ha）であった。このデータから明らかに農家に対する技

術対応は生産向上を示した。また、プログラム参加前と参加後の収量の変化を

農家への質問の回答からデータを取りまとめる調査をおこなった。これによる

と参加前が 2.88kg/ha であったのに対し、参加後には 4.28kg/ha となっていると

の推定値を出した。この差は栽培年の天候の違いという要因も考慮しなければ

ならないが、前記のデータも考慮すれば、明らかに参加農家に対する技術効果

が現れていると判断された（成果：2－1）。これらからコメ生産技術の向上は図

られたと調査から判断できる。しかしながら、これは一過程の結果に過ぎず、

今後の成果を待つ必要があると同時にサンプリングを注意深く行う必要があろ

う。  

また、プロジェクトの中心課題であった農家でレベルにおける優良種子の生産、

利用グループの創設による優良米の生産は計画通り実施された（成果： 1－1）。

2004 年に 1 回目の種子生産活動が農家レベルで実施され、3 カ村から 19 人の農

家が参加した。品種試験は KADC で実施され、早生種 6 種、中生種 16 種、晩生

種 5 種が栽培された。その内センターの指導により、農家の栽培品種として中

生種 2 種、晩生種 1 種、非感光性種 1 種が採用された。今後、センターで実施

する品種選定をどの段階まで実施するのか、AusAID で支援している種子生産プ

ロジェクトの活用も考慮して、KADC 以外のセンターでの活動も考えた体制を構

築する必要があろう。  
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このプログラムの実績として、2004 年に 4 農家によって 2 品種（Phkarumdoul, 

Raaing Chey）の奨励種子が栽培され 1,990kg が登録種子として生産され 1,422kg

が栽培協力農家に販売された。登録種子はグループの規定により 1,200Riel/kg（一

般消費米 400Riel/kg）で販売された。 2005 年は 6 人の種子生産農家により約

5,000kg の登録種子を生産し、3,000kg を販売する予定である。また、優良種子

利用生産農家グループに 50 人が追加参加となり、合計で 68 農家（1 名、移転の

ため脱会）が優良種子計画に参加している。優良種子利用グループ農家が生産

したコメは、精米業者とこの生産グループとの約束（弱い契約）により優良米

検定基準を満たしたものが一般のコメより 5％高く買い取られることになった

が、両者の関係者（従業員等）のルールの理解が十分でないため、2004 年の実

績は 1 件の販売だけであった。また、検定基準は決めたものの実際には取引に

おいてまだコメの品質検定は行われていない。優良種子の選定は品種だけに限

らず、販売米の質的管理を行うことが優先されると考える。  

2) 参加農家における営農（作物の多角化）の向上 /改善  

農家の生計の安定として稲作や作物だけでなく営農としての多角経営の導入

を試み、野菜栽培、落花生栽培、養豚、養鶏農家の育成を図った。  

まず、野菜栽培普及モデルとして協力農家を村から推薦してもらい、農家の作

成したアクションプランの下で営農モデルとして野菜栽培を実践した。この作

付けは農民圃場学校（FFS）としてモデル化するもので、農民たちによる他農家

への技術を普及する目的を持っている。2004 年は農民に対する研修を行い、優

良野菜栽培農家を育成した。2005 年にこの中で野菜栽培のリーダ的農家を中心

に FFS を実施するまでに至っている。実績として現在まで 1 名の農家リーダが

FFS による研修を行っただけであるが、今後研修の成果を受けて FFS がさらに

増えるものと思われる。下記に野菜導入協力農家の収入に関する経済面の実績

を示した。当初収入目標を 1,250US$としていたが、967US$の実績を達成してい

ることから野菜栽培は十分に収入向上に貢献できると判断される。しかしなが

ら、技術的はまだ改良する余地があり、栽培農家を技術的に育てる必要がる。

単なる探索でなく主栽培に組み入れた作付け体系を考える必要があろう。  

事例：Krous Village の野菜栽培協力農家の収入実績（FFS リーダー）  

白菜        200US$ 

キャベツ      100US$ 

カリフラワー    225US$ 

トマト       150US$ 

グリーンマスタード  93US$ 

ピーマン      200US$（推定値）  

合計        968US$（目標額 1,250US$）  

落花生グループについては研修として、グループ研修 9 人、フィールド訪問

12 人、圃場栽培研修生 4 人が活動に参加しており、FFS の実施は次の段階とな
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る。また、作物以外の多角化経営として、家畜に関する研修が実施された。  

今までに畜産（養豚）7 人、養鶏 13 人、家畜技術研修 10 人が実績としてグル

ープ研修に参加した。  

研修を通して、これらの活動の生活向上への貢献と持続可能性について、研修

参加者からのアンケートから評価を行った。  

3) 多角化経営プログラムの質問票からの実績  
①野菜生産協力農家（6 人）  

菜園としてゴマ、グリーンマスタード、キュウリを栽培した。  

（7 人中 5 人が新しい技術の重要性を述べている）  

- 新しい技術を用いた結果（5 人）  

高収量 40％、普通 20％、低収量 40％  

- 継続するか（5 人）  

継続する 100％  

②ピーマン栽培農家（7 人）  

（7 人中 5 人が技術導入の重要性を述べている）  

（興味のある 5 人の内 1 人が栽培を実施）  

- 新しい技術を用いた結果  

普通 100％（1 名）  

- 継続するか  

継続する 100％（1 名）  

③落花生栽培農家（9 人）  

（9 人中全員が新しい技術の重要性を述べている）  

（9 人中 8 人が栽培を実施）  

- 新しい技術を用いた結果（8 人）  

高収量 13％、普通 87％  

- 継続するか（8 人）  

継続する 100％  
④養豚（7 人）  

（7 人中全員が新しい技術の重要性を述べている）  

- 新しい技術を用いた結果（7 人）  

よい結果 71％、普通 29％  

- 継続するか（7 人）  

継続する 100％  

⑤養鶏（13 人）  

（15 人中 13 人が新しい技術の必要性を述べている。ただし残りは無回答）  

（15 人中 7 人が新技術を用いた）  

- 新しい技術を用いた結果（7 人）  

よい結果 14％、普通 72％、よくない 14％  
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- 拡大するか（7 人）  

拡大する 85％、しない 15％（資金が無い等）  
⑥VLA（10 人）  

- 新技術の必要性（9 人）  

全員必要性を感じている  

- VLA が技術を導入した（9 人）  

全員実施した  

- 新しい技術を導入した結果  

よかった 33％、普通 67％  

以上のアンケート結果から今後の経緯を調べる必要があろう。また、同時に

活動の拡大を図るために彼らを支援する必要がある。  

4) 生活向上に対する経済性の現状  
生活向上の関する生産面・経済面からの成果として、稲作においては 148％の

増収が得られた結果、価格は例年の傾向で大きな変動がなかったことからプロ

グラム参加農家の稲作栽培からの収入は上がったものと判断できる。  
また、多角化からの収入向上は農家のデータとしては取っていないが、参加農

家のアンケート結果から下記のとおり判断される。  
野菜栽培においてはピーマン栽培において 1 人が栽培をした結果、収入が上が

ったという結果を得た。他の野菜においてはまだ、栽培期間が短いことから、

十分な経済的評価はできないが現状かやや良いという結果であった。しかしな

がら、否定的な回答が無いことから、野菜栽培を導入した多角化は収入面の向

上に貢献したものと考える。  
家畜の肥育における多角化については養豚において 70％の農家から大きな成

果が上がっている。特にケージ肥育（子豚生産から出荷まで）を導入した養豚

農家が育っていることは今後、養豚が拡大するものと思われる。しかしながら、

養鶏については現状とする農家が多く一部の農家で増収が見られただけで、病

気による障害が出ている。したがって、現状では増収効果の発現は期間的に短

く、十分なデータとなっていないが、畜産分野を含めた営農の多角化が大きく

伸びることが期待できる。  
今回の調査から、多角化の生活向上に対する貢献は効果が認められたものの、

実施している農家が少ないこともあり、規模の拡大によってさらに効果が高ま

るものと考えられるが、現時点では十分なデータが取れていない。  
 

(2) 技術面での現状と課題  
1) 天水農業と灌漑農業（直播と田植え）  

本プロジェクトの営農体系は灌漑農業を基本計画に置いていたが、昨年の旱

魃によって貯水池の水が溜まらず、灌漑ができない状態にあった。そのために

当初考えられた営農体系を十分実施することができなかった。特に乾季栽培は

降雨が無く灌漑水も無かったなかったためにほとんど栽培が実施できず、野菜
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等の乾季栽培に支障をきたした。今後も、このような現象は十分考え得るので、

天水農業としての作付け体系も考慮する必要もあろう。この点は慣行農法とし

ての水稲直播栽培と集約的農法である田植え栽培との関係を明確にした作付け

体系を計画する必要があろう。また、水利組合において水が少ないときの作付

け体系を十分検討する必要がある。  

2) 有機的な多角営農の問題  
今回実施された多角的経営のためのコメ以外の作付けは、あくまでも畑作と

して単一的な扱い（野菜の周年栽培等）であり、主食作物と換金作物の組み合

わせ、作物と家畜の組み合わせのような広範囲の組み合わせを考えた営農体系

としてのシステムの構築が必要であろう。  

 
(3) 課題と今後の方向性  

本プロジェクトの課題と方向性について、農業技術の視点から総合的に 2 点で

要約する。  

1) システムの確立  
プロジェクトにおける経済的生産に貢献する活動として評価できるものとし

て「システムの確立」がある。  
本プロジェクトの活動を要約すると、農村開発における農民の生活向上に必要

な収入の増加を目的としたものである。この基本となるコメ生産を上げること

が主活動目的となっているもので、コメ以外の生産についても同様に増産、増

収することがプロジェクトのマンディトとなっている。そのための生産システ

ム、販売システムを構築することでこの目的を達成するものとしている。農村

開発においては既存のシステムの継続と新規に立ち上げるシステムとあるが、

本プロジェクトにおいて考慮するシステムは営農普及システム（作付け体系も

含む）、優良稲種子生産・販売システム、水管理システム、生活向上システム等

である。  
プロジェクトで中心の活動となったのは、「米優良種子生産・利用システム」

の構築である。上記で評価してきたように農家がコメを高価格で販売できるた

めのシステムとして、プロジェクトが考案したシステムであり、このシステム

の導入成功はプロジェクトの成功と言い換えることが出来る。農家が KADC と

の協力で種子を選定して、選ばれた農家自身が配布種子として生産を行い、グ

ループメンバーが次の作付けにこの種子を使用して優良米を生産するシステム

である。この農民によって選抜された種子を使って生産されたコメが、優良品

種として精米所との契約で販売できたことは、このシステムが動いたと判断で

きる。しかしながら、本評価においては「米優良種子生産・利用システム」が

コンピンプイ地域で構築されて、システムで動くことが実証されが、システム

が持続的に動くかの判断として量的な面からの評価が必要である。  
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2) 活動成果の規模的拡大の必要性  
開発システムを効率的かつ有効的に、広く活用する手段として組織化が導入さ

れた。上記のシステムを根付かせる /持続させるためには単なる実証だけでは終

了しない。農村でこのシステムが農民自身で稼動できるようにするためには、

量的なものが必要で、もっと多くの農民グループに普及する必要である。この

点から評価すると、現在の時点ではまだ、実証の段階であり持続できる量的な

面に至っていない。したがって、今後残された問題はシステムの拡大であり、

農村にシステムをグループ活動により拡大し、量的な面からの導入を図ること

である。  

また、同様に FFS においてもシステムが稼動を始めたばかりであり、このシ

ステムの量的拡大が必要である。特に多様な課題を持っているために多くの農

民が参加可能であると考える。多くの農民が参加することで、より情報も多く

なり普及が容易となりさらに、持続性を持つグループも多くなると考える。優

良種子を精米所と農民による売買契約は興味の持てるシステムであり、取引量

が拡大すればシステムの安定につながり、プロジェクトのインパクトがあった

ものと評価できる。  

 
２－２ 農民組織の現状と問題点 

本節では、プロジェクト対象村落における農民組織化の現状につき、プロジェクト

が組織化ないし組織強化のための活動を行ってきた農民組織の各々を取り上げ、その

概要と問題点、プロジェクト協力期間内に対応すべき課題等について整理する。  

(1) 水利組合  
1) 組織の概要  

コンピンプイ灌漑地区は、1999 年にイタリア国政府の支援により 700ha、2001

年に 1,200ha のリハビリが行われ、その後さらに日本国の草の根無償資金協力に

よって 950ha が修復され、2003 年までに全体の修復が終わっている。リハビリ

が終了する毎に、同灌漑システムの維持管理のため、コンピンプイ水利組合

（Kamping Puoy FWUC）が段階的に設立され、2003 年には 2,850ha 全体を一組

合として水資源気象省に登録されている。  

同組合の構成員はコンピンプイ・ダムを水源とする幹線・第二次水路リハビリ

受益地 2,850ha 内の耕地所有者及び耕作者とされている。水資源気象局が計上し

たリストによれば組合員数は 1,365 名であるが、2004 年度雨期作の水利費徴収

時にプロジェクトにより確認された、｢自覚的な｣構成員は 1,100 名程度となって

いる。  
組合は、第二次水路の共有により、15 の下部組織（FWUG）に分けられている。

各 FWUG は面積約 100～200ha、関係農家数 50～150 世帯程度の規模である。各

FWUG に 4 名の役員（チーフ、サブチーフ 2 名、会計）が選出されることとな

っているが、実態としては各 FWUG に 1-2 名のみが機能している状態である。

当該地域では頻繁に土地売買が行われているため、末端の耕作者レベルでは毎
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年、各 FWUG 数名～10 名前後の変動がある。各 FWUG はさらに、第三次水路の

共有によって、数十 ha 毎の｢グループ｣に分けられ、グループ毎にもリーダーが

選出されることとなっている。ただし、第三次水路については、灌漑システム

全体で 50km 設置予定のところ、実際は WFP 支援のあった約 10km のみしか完成

しておらず、小規模グループの機能は FWUG により大きな格差がある。  

FWUC 全体を統括する役員としては、チーフ、サブチーフ 2 名、会計の 4 名が

選出され、これらに加えて、各 FWUG の役員（FWUG のチーフ・サブチーフ）

を含めた 64 名が「水利組合役員」となる。しかしながら 下流の二次水路につ

いては FWUG が公式には未形成なため、現状では全体で 14FWUG、各 FWUG の

役員 1、2 名と組合全体の役員 4 名、計 35 名程度が、組織運営を担っているの

が実情である。  

2) 活動 

水利組合は、コンピンプイダムからの灌漑水の①配水、②施設管理、③水利費

徴収・管理、④これらに係る計画立案・実施、⑤予算計画立案・管理、⑥水資

源気象局をはじめとする関係機関との調整、支援依頼等を行っている。施設維

持管理・修復については、これまでにプロジェクトからの支援を得つつ 2 モデ

ル地区で主水路からの分水工の堰上げと圃場内水路（ farm ditch）の設置を行っ

た他、二次水路のメンテナンスが FWUG 毎に行われており、2004 年の雨期には

灌漑水がほとんどの圃場に配水された。また、水利費については、 1ha 当たり

20,000 リエル（約 5US$）と水利組合によって暫定的に定められており、FWUG

毎に徴収されることとなっている。2004 年雨期作後の水利費徴収は全体で 47％

となっており、プロジェクトのモデル地域として詳細な指導と活動モニタリン

グが実施された 2 地区では徴収率が 90％近くにまで達している。水利費徴収に

あたっては、不在地主や在村の大規模所有者からの徴収が困難であることが指

摘されており、このことは、水利組合の組織としての脆弱性、村落社会におけ

る権威の弱さを示唆しているとも考えられる。なお、 2004 年については、各

FWUG が作付け計画を作り、州水資源気象局による配水計画との調整が行われ

たが、2005 年についてはダムの貯水量不足のために配水計画が策定されず、農

民は天水稲作を行っている状況である。  

なお、コンピンプイ水利組合については、2002 年のリハビリが行われた際、

イタリア国の NGO である APS と州水資源気象局が作成した内部規定があったが、

2003 年に水資源気象省が策定したガイドラインに基づき、新たな規則が起草さ

れ、後付で承認された。新旧規定の も大きな違いは徴収された水利費からの

予算配分に関するものであり、旧規定では 8 割を FWUG が管理（二次水路のメ

ンテナンス及び各 FWUG の事業計画の実施に充当）し、2 割を組合の中央執行

部に納めることになっていたが、新規定では 100％を中央で管理し、全体計画に

基づく執行を行うこととなっている。プロジェクトでは、新規定に沿った水利

組合強化支援を行ってきているが、実際には FWUG 毎の活動において、例えば

水利費徴収の際のガソリン代を立て替える必要が生じる等、実態に合わない面
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も指摘されている。  

3) 問題点と課題 

第一の問題としては、灌漑水源であるコンピンプイ・ダムの絶対的な水不足

と、それに起因する組合活動の停滞が挙げられる。灌漑施設による配水が行わ

れなければ、水利費も徴収されず、自己資金不足、ひいては施設・構造物の維

持管理に支障を来たす可能性もある。このことは農民の参加意識の低下とも相

まって、水利組合の強化育成への 大の障害となり得る重要な問題である。 

組織・制度的な面では、州水資源気象局をはじめとする関連技術事務所の財

政的、人的資源の不足という問題が挙げられる。行政から水利組合に対する支

援の体制は現在徐々に整いつつあるが、水利組合の現状の活動規模と組織的経

験からみて、当面、組織運営に係る継続的な指導や技術的支援は不可欠である

と考えられる。しかし、行政側の力量にも限界があり、きめ細かな連携が構築

されているとは言い難く、一層の努力が求められている。 

また、水利組合そのものの問題としては、上述の通り、水利費徴収や水路堤

防管理等をめぐる組織内部の問題解決に際して、その求心性の弱さから、十分

な強制力を発揮できない状況にある。既にプロジェクトの働きかけにより、コ

ミューンなど末端行政との協力体制を構築することを通じ、この問題の解決を

図る試みが行われてきているが、それらの連携はいまだ脆弱であり、広く水利

組合の公的組織としての認知を高め、行政からの側面的支援を強化していくこ

とが課題となっている。 

プロジェクト期間中、灌漑水を利用した耕作はこれまで 1 作期しか行われて

おらず、水利組合はその運営に関する実践的経験を蓄積するには至っていない。

また、プロジェクト及び水資源気象省からの指導も 2004 年度の雨期に 1 回行わ

れたに過ぎないため、灌漑維持管理の機能を果たす上での同水利組合の力量は

十分とはいえない。水利組合として今後取り組むべき課題や必要な支援コンポ

ーネントはほぼ特定されているが、実際に水利組合としての活動を蓄積するこ

と、また関係諸機関による詳細な活動モニタリングと継続的な指導は不可欠で

あると考えられる。  

 

(2) 優良種子利用グループ 

1) 組織の概要 

プロジェクト対象地域の水稲生産における問題点として、当初より 大の問題

とされていたのは生産性と品質の低さである。これに対応すべくプロジェクト

では農民のニーズにあった優良種子の生産と普及に向けた活動を展開してきて

いる。その一環として、プロジェクト対象村での種子流通・利用に関する聞き

取りを行い、優良種子利用及び農民圃場での生産のための活動コンポーネント

を実施してきいている。2004 年から、優良種子の利用による生産性の向上と、

定期的に種子更新を行う農民を育成することを目的に、3 カ村で各々数名から成

る農民グループが形成された。  
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これらグループの構成員は、対象村での説明会に興味を示した、比較的先進的

な農民が主となっている。プロジェクトの人的布陣や他の活動との関連もあり、

2004 年にはまず水稲作農家の多い 3 村落を対象として各 1 グループが組織され、

計 19 名の構成員に対する働きかけが行われてきたが、活動についての情報普及

や関心の広がりもあり、2005 年には対象地域全体で 5 グループ、構成員も 69 名

にまで増えている。2005 年には、各グループにリーダーを選出するよう働きか

けを行い、後述の、精米業者との交渉や KADC との定期的な連絡等、それまで

プロジェクトが担っていたグループ活動に係る調整をこれらリーダー自身に経

験させ、徐々にその役割を移管できるよう、リーダー育成に向けた働きかけが

行われている。なお、構成員として名前を挙げている女性は 1 名のみであるが、

実際の圃場での活動には構成員世帯の女性も多く参加しており、中には事実上

女性が活動の担い手となっている例も見られる。  

表 1 優良種子利用グループの組織状況  

村落  Ta 
Ngaen 

Ou Ta 
Nhea 

Prey 
Phadau 

Ou Pong 
Moan 

Thmey
Ta 

Kream
Poy 

Svay
Krapeu 
Cheung 

Popeal 
Khae 

Kros

グループ数   1   1（注） 1   1 
構成員数   13   24 19   13 
出所：プロジェクト作成資料   
注：FFS の研修グループとしては 2 グループに分かれている。  

2) 活動 

各グループ 1 名の種子生産農家を選び、グループ構成員が必要とする量の種

子を特定した上で、あらかじめ生産農家とメンバー間で契約を結び優良種子が

生産される。メンバーはその優良種子を用いて各々の圃場で生産を行っている。

生産されたコメについては、精米業者との取り決めにより、一定の品質基準を

満たしたものについては市場価格より 5％高い価格を精米業者が保障するが、販

売先については売主である各農家が自由に決定できる契約条項となっている。

種子生産農家については、作期を通じて 5～6 回、グループ構成員全員で各々の

生産圃場を巡回する形での技術指導が行われ、その内 2 回は圃場立毛検査を兼

ねた指導となっている。また、プロジェクトでは、各利用者グループに対して

も FFS 方式の生産技術研修を実施しており、CARDI の奨励技術に沿って、構成

員の圃場での定期的な指導が実施されている。  

3) 問題点と課題 

プロジェクト活動期間中には、グループ内の種子生産者と利用者間の違約と

いった問題は起きていない。また、精米所との買い付け契約に係る交渉等、活

動に必要な調整が全てプロジェクトによって担われてきたこともあり、これま

でのところ活動に問題は生じていない。  

今後 も重要と思われるのは、優良種子の利用により生産された高品質米の販

路確保の問題である。現在はプロジェクトが精米所と取り決めを行っているが、

精米業者の側もプロジェクトの要請を受け試行的に価格設定をしているという

状況であるため、買い付けにあたっての輸送費負担、品質基準の明確化や一定
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規模の販売量の確保等、将来的な課題は多い。現時点では、これらの優良種子

利用グループは自発的な組織とはなり得ておらず、プロジェクトの終了後に外

部機関との調整機能を独自の力量で果たしていくことは期待できない。グルー

プの構成員の中には、将来的に協同組合のような機能を期待する意見もあるが、

組織活動に対する共通のニーズが必ずしも全員に認識されている訳ではない。  

プロジェクトでは、KADC の優良種子生産技術がすでに一定の水準に達してお

り、優良種子を生産・提供できる体制がほぼ整備されていることに鑑み、協力

終了までの期間に、これらグループのリーダーと KADC との間に継続的な支援

を可能とするような連携を構築することを目指して、リーダーへの働きかけを

強化する方向でグループ育成に取り組んでいる。  

 
(3) 営農多様化グループ 

1) 組織化の経緯 

プロジェクトでは、営農多様化の取り組みとして、野菜、落花生生産及び小

家畜飼育に関する研修を実施してきており、その研修受講者をグループとして

継続的なモニタリングの働きかけを行っている。それぞれのグループはプロジ

ェクトにより実施された研修受講者から構成されているが、研修受講者の選定

にあたっては、村落リーダー等からの聞き取りを基に、将来的に地域の先進農

家として機能しうる人材をプロジェクトが選定し、他の地域農民に対して技術

情報を伝達するよう、意識付けも行っている。なお、養豚・養鶏グループにつ

いては、後述の女性グループの会合を通じてニーズが発掘された経緯もあり、

女性の構成員が多く参加している。 

   表 2 営農多様化に向けた生産者グループ  

村落 
Ta 

Ngaen 
Ou Ta 
Nhea 

Prey 
Phadau 

Ou Pong 
Moan 

Thmey
Ta 

Kream
Poy 

Svay 
Krapeu 
Cheung 

Popeal 
Khae 

Kros 

野菜  
グループ           1 

（6）
養豚  

グループ  
1 

（8）      1 
（9）

1 
（4）    

養鶏  
グループ         1 

（9）  
1 

（7）  
1 

（8）
落花生  

グループ         1 
（9）    

出所：プロジェクト作成資料 なお、（ ）内は構成員数を示す。  

2) 活動 

各グループは研修習得技術を適応し、個々人で生産活動を行っている。養豚

グループについては研修終了直後に定期会合を行っていたが、現在では不定期

になっており、プロジェクトからのモニタリングや農家の相互訪問等の会合の

機会を通じて緩やかな連携を保っている。なお、これらのグループ構成員の一

部はプロジェクトの協力農家として、年間の営農計画を策定し、自らの圃場で

の実証や他の農民への展示活動を行っている（協力農家の活動の詳細について

は農業技術分野の報告を参照）。  
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3) 問題点と課題 

現在のところ、これらの生産グループは、プロジェクトにより実施された研修

の受講者として、プロジェクトからの働きかけに対する受け皿として機能して

いる。プロジェクトから生産資材の共同購入に関する意見聴取を行うなど、よ

り進んだグループ活動に関する示唆も行われたが、生産活動に関する協働につ

いては躊躇する意見も多く、これまでのところ生産組織としての機能を果たす

には至っていない。ただし、協力農家から他の農民への普及を狙った FFS が実

施されており、先進農家としての技術定着には一定の成果が上がっていると考

えられる。  

 

(4) 女性グループ 

1) 組織の概要 

プロジェクト開始当初に実施されたベースライン調査の結果、当該地域には、

援助機関や NGO の活動の受け皿的に一時的に組織されたものを除き、グループ

活動や相互扶助活動の経験が無いという点が指摘された。プロジェクトでは、

共同活動ニーズ発掘のきっかけ作り、知識や情報の共有の場を作る働きかけと

して、身近な技術のデモンストレーションを行う会合を定期的に実施し、グル

ープ活動による村内ネットワークの活性化を狙ってきた。その活動として組織

されたのが農村女性グループである。  

当初より、興味を持った人の「自由意志による参加」を重視しているため、プ

ロジェクトから構成員に関する条件設定は行っていない。村内の既存の情報チ

ャネルを通じてできる限り公平に情報を流し、男性からの参加希望も排除せず

参加を募ってきた。  

現在では、これまでの活動を通じて、全対象村にグループが組織され、徐々に

メンバーが固定されつつある。固定メンバーには僅かながら男性も含まれてい

るが、大半は女性であり、全体の 70％近くが未婚である。グループメンバーの

固定化に伴って、非公式ながらリーダーとしての役割を担うメンバーも定着し

つつある。これらの固定メンバーの詳細なプロファイルは得られていないが、

当該村落に定住しており、農繁期を除きほぼ毎月会合に参加できる、また、月々

500～1,000 リエルの加工実習の材料費が拠出できる程度の経済的な余裕がある、

さらには活動の記録がある程度取れる程度の識字能力がある、という層が結果

的に「残っている」ものと考えられる。  

  表 3 女性グループ組織状況  

村落  Ta 
Ngaen 

Ou Ta 
Nhea 

Prey 
Phadau 

Ou Pong 
Moan 

Thmey
Ta 

Kream
Poy 

Svay
Krapeu 
Cheung 

Popeal 
Khae 

Kros

グループ数  1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
構成員数  

（注 1）  19 8 6 6 5 12 14 n.a. 
（注 2）  12 9 

出所 ：プロジェクト作成資料 
（注 1）：構成員数については、各々のグループが固定メンバーと考える数を申告したもの。 
（注 2）：同グループは現在リーダーの結婚を契機に一時的に活動が停止しているため、メ  

ンバーが特定されていない。 
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2) 活動 

女性グループの活動内容については、各村落でのキーインフォーマント・イン

タビューを実施した結果、地域の余剰生産物の加工に関するニーズが発掘され、

実施機関である農業局に技術的なリソースが存在することも勘案して、食品加

工のデモンストレーションを行うことが決定された。  

プロジェクトでは、2004 年 2 月以降、毎月の食品加工実習の会合を開催、延

べ 1,000 名以上が参加しており、実習の成果は各参加者個々人の日常生活で活用

されている。下表に示すとおり、現時点では家庭内消費が主であるが、中には

習得した技術を親戚や友人に伝達する、あるいは加工品を販売するメンバーも

出てきている。今回の訪問調査においては、もともと集落内に小商店を経営し

ていたメンバーが加工品を店頭に並べるようになった例に加え、加工品を販売

することを契機に、小商店を開設した例も見られた。 

    表 4  女性グループ構成員による修得技術の活用  

加工技術の活用状況 加工品を販売 技術を伝達 自家消費用加工 

人数 （n=91） （注） 13 15 65 
出所：プロジェクト作成資料  
注：複数回答のため回答の総数はサンプル数を上回っている 

なお、加工品目については、各グループが季節カレンダーを作り、地場で入

手できる素材を活用しているが、場合によっては、外部から材料を買い付けて

販売目的で加工を行っている例もある。これまでに実習が行われた加工品目は、

豆乳、果実砂糖漬、野菜（トマト、瓜、南瓜等）の保存食、卵菓子、米菓子等

19 品目に上っている。  

また、2004 年 11 月以降、これまでに 6 回の女性グループリーダーへの指導者

研修（TOT）が行われており、TOT で習得した技術を各グループリーダーが村

落グループ構成員に指導するという形で月例会合が行われるようにもなってき

ている。TOT 参加者からは、村落外のネットワークが得られたことへの積極的

な評価がなされている。  

3) 問題点と課題 

これらの女性グループは、共同活動を行う集団としての形態をようやく取り始

めたばかりの、いわば揺籃期にあり、参加者が限られていること、なおかつ、

参加している個々人の間でも活動参加の目的意識にばらつきがあること、また、

外部からの働きかけ無しでは活動を持続する自信がリーダー層に無いことが問

題として挙げられている。ただし、定期的な会合機会を通じて、グループ貯蓄・

信用やグループでの生産販売等、食品加工に留まらない組織的活動のニーズが

発現していることもあり、将来的にこれらのグループが生活改善等の活動を展

開していける可能性が示唆されている。組織の存続・発展のためには、これら

のインフォーマルなグループに対し、村やコミューン等、公的権威からの認知

を高めると同時に、NGO 等、外部の支援機関との連携を構築することが必要に

なろう。プロジェクトではこれらのグループによる加工品コンテストを実施す
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るなど、外部へのアピールにつながる活動も実施しており、このような広報・

情宣活動によってこれらのグループの存在や役割が広く認知されることが期待

される。協力期間終了時までにプロジェクトに代わる外部支援組織との連携が

構築できるかについては疑問も残るが、地域での共同活動を喚起する働きかけ

が効果を上げ、参加者からもこのようなネットワーク構築が積極的に評価され

ていることは重要であり、本プロジェクトのパイロット活動を通じて共同活動

のポテンシャルが確認できたことは有意義であると考えられる。  

 
(5) 農民組織化へのアプローチとその評価  

前節では、今般のプロジェクトにより組織強化、あるいは新規に組織された対

象地域の農民組織について概観してきたが、プロジェクトが異なる位置付けと役

割を持つ組織を念頭に、それぞれ異なるアプローチを採用してきていることが分

かる。  

 

出所：プロジェクト資料及び専門家からの聞き取りを基に筆者作成 

    図 1  プロジェクトにおける農民組織コンポーネントの位置付け（概念図）  

 

1 つは、既に組織・登録されていた灌漑維持管理組織としての水利組合であり、

その強化育成に向けた取り組みが行われている。対象地域はポルポト時代に建設

されたコンピンプイ・ダムによる灌漑稲作地域であるが、灌漑システムの修復が

行われ、水利組合が設立されたのはごく 近のことであり、同組合の配水計画、

水管理及び施設維持管理を担う組織としての経験はこれまで極めて限られたもの

であったと考えられる。プロジェクトからの働きかけとしては、配水計画の基礎

となる台帳や圃場地図の作成、下部組織（FWUG）の強化、組合規定の明確化、

水利費徴収や運営に係る情報普及の改善等、灌漑稲作地帯における生産基盤の維

持のために果たすべき機能を明確化した取り組みが行われている。モデル 2 地区

での高い水利費徴収の実績と、生産基盤の維持という公的なマンデートを有する
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組織として取り組むべき課題が明確化されていることからみて、協力期間内のプ

ロジェクトによる働きかけは、一定の成果を挙げたと結論できよう。  

一方、地域におけるモデル農家育成とその波及を狙った優良種子利用者グルー

プと各種生産グループについては、一義的に、ポテンシャルのある農民の発掘と、

その技術向上及び営農改善を狙ったものと考えられる。グループはその波及効果

を目的とした緩やかな情報ネットワークとして位置付けられているものと考えら

れるが、これらの生産グループに対しては、農民の技術ニーズを発掘しつつ地域

の実情に適合した技術・営農普及を行うというボトムアップの普及アプローチを

採用した働きかけも行われており、FFS 等農民間普及による技術の波及を促進す

る上でも有効であると思われる。農業生産活動の発展に伴い、技術情報入手や生

産資材の購入、生産物販売など組織的な共同活動の便益に対するニーズが、今後

顕在化することも予想される。  

さらに、生産性向上に直接貢献する要素というよりは、地域社会の共同機能を

醸成するきっかけ作りという位置付けで働きかけが行われているのが、いわゆる

女性グループである。このような共同機能を持つ組織の創出は、これまで希薄で

あった、あるいは欠落していた情報及び人的ネットワークを構築することにつな

がり、より目的志向の強い組織を形成する際の基盤ともなると考えられる。と同

時にこのような地域社会機能は、相互扶助や共同体内部の弱者救済等、非公式な

がら社会的保護のシステムの形成に不可欠なものであり、生産のみならず再生産

及び地域活動を含めた広義の意味での生計の向上に資するものとも考えられる。

プロジェクトでは、活動初期の段階で固定的なグループ形成の働きかけは行わず、

食品加工のデモンストレーションを定期的に実施することを通じ、自由意志によ

るメンバーの固定化とリーダーの育成を行ってきている。固定化されつつあるメ

ンバーの中からは将来的な希望として、共同加工・販売所のような施設や、グル

ープ貯蓄・信用等の活動に対するニーズが生まれてきており、このような共同活

動の意義や具体的な便益に関する理解が促進されつつあると判断される。  

本プロジェクトは 3 年間という短期間で実施され、内容的にもパイロット的な

位置付けのものであった。水利組合についてはプロジェクト開始以前に登録され

ていたとはいえ、実態としてはほとんど機能していなかった組織であり、他のグ

ループについては、全て新たな組織化の働きかけにより形成されたものであるた

め、当然のことながら、これら全ての組織が自立的に維持できるレベルには達し

ていない。しかしながら、プロジェクトからの働きかけにより、組織的活動の経

験が極めて限られていた地域において、共同活動への積極的な関心やそのメリッ

トに関する意識が芽生えつつあり、そのポテンシャルを顕在化させたことは有意

義であったと評価できよう。  

 
(6) 後継案件における農民組織コンポーネントに関する留意事項 

プロジェクトにより組織・育成された組織の構成についてみると、水利組合以

外のグループはいずれも小規模であり、延べ数では 200 名を超えているものの、

そのメンバーシップは重複している例も多く、実態的には対象地域住民のごく一
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部をカバーしているに過ぎない。いずれもきわめて非公式な性格のグループであ

り、組織的な目標設定が明確化されていないことはもちろん、その求心性につい

てもきわめて緩やかなものに留まっているため、自発的・自立的な組織活動を継

続的に担っていける段階には当然のことながら達していない。一方で、ポルポト

時代の集団化農業の経緯から、農民の組織化に対する抵抗感もあるといわれ、現

状の農業関連政策において、政府も農民の組織化に関する具体的な施策を示して

はおらず、組織的活動を推進するためのマンデートを有する組織・機構も不在で

ある。  

したがって、これら共同活動の潜在可能性については既にプロジェクトである

程度の見込みが得られているものの、後継案件において農民組織コンポーネント

を組み込む場合は、以下の 2 点に留意が必要であると考えられる。  

1) 組織の目的の明確化と機能別アプローチの採用 

本プロジェクトでは、生産基盤の維持管理組織（水利組合）、地域の技術ニー

ズ及び先進農家の発掘・育成（優良種子利用者グループ及び生産グループ）、地

域社会の共同機能強化（女性グループ）の全てに対する働きかけを同時進行で

行ってきた。しかしながら、それぞれの組織はその狙いとする機能が異なるた

め、組織の自立発展性を勘案すると、組織の目的や機能と密接に関連する外部

機関や行政機構との連携を、組織化の初期段階から組み込むことが重要である

と考えられる。例えば、地域社会機能を担う村落レベルグループに対する働き

かけについては村落及び末端行政としてのコミューンとの連携を重視する必要

がある。また一方、農業生産関連の組織については普及関係部局を通じた働き

かけと併せ、将来的な生産者組織の育成までを見越して、マーケット・リンケ

ージの強化も図っていかなければならないと考えられる。 

また、広域展開を考えた場合、プロジェクトの目標と活動に照らし、どのよう

な組織機能を特に重視するのかという絞込みが必要であり、異なる性格の組織

を複層的に育成するのであれば、そのバランスや働きかけの時系列的関連につ

いても勘案する必要があろう。さらに、異なる性格の組織を同時に育成する場

合、その相関関係や相乗効果の面も考慮し、あらかじめそれらを測る指標を設

定しておくことも重要であると考えられる。 

なお、農民レベルでの組織育成は本来、長期的な取り組みを必要とするもので

あるが、プロジェクト協力期間には限界があり、必ずしも理想的な組織育成に

十分な時間が確保できるとは限らない。したがって、農民組織コンポーネント

の詳細活動計画に当たっては、段階的な達成指標を整理し、プロジェクト支援

の漸次的撤退や、組織育成機能の他機関へのハンドオーバーに関する戦略を組

み込んでおくことが肝要である。 

2) 組織化のファシリテーション機能のシステム化 

組織形成の経緯についてみると、今般のプロジェクトにおいては、専門家及び

C/P が直接、末端の農民・住民を対象とした働きかけを行ってきているが、プロ

ジェクト成果の地理的拡大や、より高次のレベルでの波及を目指した場合、プ
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ロジェクト関係者が直接に組織化のファシリテーション機能を担うことは不可

能であると考えられる。  

上述の通り、関係機関を組織化の初期段階から組み込むことは重要であるが、

それらの関係機関のスタッフが必ずしも農民組織育成の経験を蓄積しているわ

けではなく、特に現状で農民組織化のマンデートを有する行政機関が存在しな

いことから、行政機構のみならず広く地域に存在する組織を活用することも必

要となろう。したがって、後継案件における農民組織のコンポーネントについ

ては、組織化のファシリテーション機能を、少なくとも初期の活動においては

NGO などに外部委託する一方、育成された組織の持続性の面に鑑み、農民組織

の必要性について政策レベルでの議論を喚起し、システム化を促進することを

活動の一部に組み込む必要があると考えられる。  

 

２－３ プロジェクトの成果 1 

(1) プロジェクト目標 

新の PDM2では、プロジェクト目標、指標、入手手段が以下のように示され

ている。  

プロジェクト目標 指標 入手手段 

農民の積極的な参加を

通じて、コンピンプイ地

域の協力農家の農業生

産性が向上し、生計が安

定する。  

1. 優良種子利用者グループのメン

バーの収量が KADC の収量の

80％に達し、優良種子利用者グル

ープメンバーの 80％のコメ品質

が優良米と評価される。  
2. FFS 参加者の 50％以上の生計が  

改善される。  

定 期 的 な モ ニ タ

リ ン グ 及 び 評 価

調査  

 

1) 成果 

a) 収量 

指標の 1 に含まれている 2 つの成果目標の内、収量については以下の結果が

得られている。  

年  平均収量（ t/ha） 備考  

2003 2.88 プロジェクトへの参加前  

2004 4.28 プロジェクトへの参加後  

    （優良種子利用者グループ約 15 名からの聞き取りから平均値を算出）  

 

品種  平均収量（ t/ha） 大収量（ t/ha） 低収量（ t/ha）  

Phkarumduol 4.27 5.41 3.10 

Raing Chey 4.70 6.27 2.77 

  （優良種子利用者グループ 17 名の圃場での坪刈結果から平均値を算出、2004 年雨期作）  

                                         
1  文中に示すプロジェクトの成果は、特に断りのない限り、プロジェクト専門家あるいは C/P からの情報に  

基づいたものである。  
2  2004 年 8 月 9 日に JCC が承認した PDM 第 3 版を指す（以下同じ）。  
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・契約した精米業者に売った農家は 3 戸、その内契約通り 5％増で販売した
農家は 1 戸であった（ただし、精米業者は 3 戸とも契約通りに購入したと
主張している）。  

・他のほとんどの農家は、周辺農家に、より高い価格で販売したといわれて
いる。周辺農家は、優良種子利用者グループ農家の圃場を見て、翌年自分
も種子として使いたいという意向を持つようになった。

2004 年の平均収量について、優良種子利用者グループと KADC の値を比較す

ると、前者の方が高かったとのことである。プロジェクトによれば、その主な

理由として以下を挙げている。  

 

 

 

 

 

また、2003 年に、プロジェクト参加前の 30 農家の圃場で実施した坪刈結果

は、2.7t/ha であったとのことなので、2004 年の収量が大きく増加していること

が分かる。  

こうしたことから、収量については、プロジェクト目標を達成することがで

きたと判断される。ただし、2004 年は、プロジェクトの灌漑受益地ではグルー

プメンバー以外の農家でも 4.0t/ha 以上 3を収穫している例があったこと、バッ

タンバン州における 2004 年雨期作の平均値が 2.19t/ha であったこと等から、良

好な天候が地域の稲の収量増に貢献したことも否定できない。そのため、プロ

ジェクトの成果については、2005 年の収穫結果を調査した上でより的確な判断

がなされるべきである。  

 

b) コメの品質 

指標 1 にある二つ目の成果目標は「コメの品質」についてである。プロジェ

クトでは、優良種子利用者グループの個々の農家（全 19 戸）と精米業者との間

で、収穫後のコメの買い取りに関わる覚書が締結されている。これによって、

農家が良質のコメを生産できたと判断された時、精米業者は、その時の市場価

格の 5％増しで購入するよう義務付けられている。2004 年の収穫米に対する結

果は以下のとおりであった。  

  

 

 

 

 

 

覚書締結の際には、プロジェクトが仲介して、農家と精米業者の間で必要な

水分含有量、歩留り、砕米率等を細かく取り決めていたようであるが、実際の

買取の際にはそうした基準は使われず、視認で決められていたとのことであっ

た。その結果、上述しているように、農家の中には精米業者が約束通りの価格

で購入しなかったと言い、一方で精米業者はきちんと覚書を守ったと言う、と

                                         
3  調査した 9 農家の平均は 3.8t/ha であった。  

・施肥技術の向上（特に、窒素投入量の増加と適時の施肥）  
・ローテーション灌漑の実施（豊富な灌漑水の確保）  
・田植えの実施  
・良好な天候  
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いう問題もあったようである。 

優良種子利用者グループの農家が、精米業者や周辺農家に市場価格より高い

価格で販売できているということから、プロジェクトはある程度の成果を上げ

ていると判断できる。ただし、これ以上の数値データが無いために、現時点で

はこれ以上の評価をすることは難しい。また、コメの “品質 ”を誰がどのような

基準で判断するのか、指標をより分かりやすく使いやすいものに修正すべきと

考えられる。  

c) 生計の改善 

指標の 2 は生計の改善についてである。プロジェクトは、営農体系の改善に

よる農家世帯の生計の安定を目標としており、研修を通じて農家に野菜栽培と

家畜飼育を指導している。ただし、これらについては現在 4栽培あるいは飼育の

段階にあり、まだ「FFS 参加者」の生計の改善に結びつくまでには至っていな

い。数値データも無いために、プロジェクトの成果を判断するには時期尚早で

ある。  

しかしながら、評価調査団の観察によれば、プロジェクトで種々の研修を実

施したことにより、それに参加した農民の多くが、(a)研修で得た内容を個々の

圃場で取り入れ、(b)農民間の情報ネットワークを広げていることは確かである。

プロジェクトによれば、さらにその内の一部の農民は、圃場内外での活動を起

こし収入向上に結び付けているとのことであった。したがって、こうしたこと

から、また「生計」を収入だけではなく収入源の多様化や情報・人のセーフテ

ィ・ネットワークの構築という広い意味で解釈すれば、プロジェクト目標の達

成に向かっていることは確認できたといえる。プロジェクトの残期間における

更なる努力によって、多くの農民の生計が改善されることが期待される。 

 

2) 今後の課題 

上述したことから、今後の課題は以下のとおりである。 

・収量については、2005 年雨期作の収穫後データを収集し、プロジェクトの成

果をより的確に把握する必要がある。  

・コメの品質に係る指標については、「誰がどんな基準で」というより客観的な

視点を含めることが原則である。ただし、本プロジェクトはあくまで市場志向

であり、農民の生計向上を目指している以上、試験場的な基準や数字ではなく

「市場＝売れること」を基準にすべきという意見がプロジェクト側から出され

た。したがって、精米業者や仲買人、周辺農家を含めた “市場が判断する”とい

う形が適切であると考えられる。その場合、指標の入手先は、支援対象農家＝

優良種子利用者グループの農家となる。下に述べるインパクト調査時には、そ

の観点から農家の意見を聞く必要がある。  

 

                                         
4  「現在」とした場合、評価調査を実施した 2005 年 7 月下旬の時点を指す。以下同じ。  
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・生計の改善については、プロジェクト終了までにインパクト調査を実施し、   

プロジェクトの成果を判断するための数値データを収集する必要がある。 

 

3) 生計の改善という視点について 

本プロジェクトの目標の 1 つが「農業生産性の向上」にある。従来のプロジェ

クトによく見られたような単収や品質の改善だけではなく、あくまでも「農民

の生計の改善に直結した農業生産性の向上」を目標に計画・実施されている点

は評価されるべきであろう。例えば、水稲については高収量という理由ではな

く農民の希望する品種を対象に栽培試験や普及をしている点、野菜は農家のニ

ーズや市場の近さ、売りやすさ、貯蔵性等を考慮した上で種類を選択し栽培指

導している点等である。近年、貧困削減を 終的な目標とするプログラムやプ

ロジェクトが多くなっている傾向にあることも考慮すれば、本プロジェクトは

その先駆けのひとつでもあり、その意味からも本プロジェクトの実施の意義は

高く、かつチャレンジングな内容と考えられる。 

 

(2) 上位目標 

PDM では、上位目標、指標、入手手段は以下のとおりとされている。  

上位目標 指標 入手手段 

コンピンプイ地域の農家

の生計が安定する。 

バッタンバン州の農業生

産性が向上する。 

バッタンバンにおけるコメ生産の 

増加 

 

 

1) 成果の見通し  

優良種子利用者グループに属する農民の数が、初年度（2004 年）は 19 戸（内、

種子生産農家が 4 戸）であったのに対し、今年度は新たに 50 戸（内、種子生産

農家が 2 戸）が参画し、その結果、現在 69 戸（内、種子生産農家が 6 戸）とな

っている。  

上位目標としては農業生産性の向上、生計の安定が掲げられているが、指標で

はコメ生産量の増加だけに焦点があてられている。指標で判断すれば、優良種

子生産農家が 19 戸から 69 戸に増えたという現状がプロジェクトの波及効果で

あると考えられることから、将来的には「バッタンバンにおけるコメ生産（量）

の増加」に貢献することは期待できる。ただし、当然ながら、そのために必要

な関連制度・政策の整備や関係機関の支援は不可欠である。また、「バッタンバ

ン」を対象としていることから、成果の発現には長い時間がかかることが予想

される。 

2) 今後の課題 

上位目標は、一般的に、プロジェクト終了後 3～5 年で発現することが期待さ

れる成果である。したがって、上位目標としては設定目標が高すぎたと考えら

れる。また上位目標と指標の内容を一致させるべきであったと思われる。本プ
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ロジェクトの終了時点では、このまま指標を使って「バッタンバンのコメの生

産量にどの程度貢献できそうなのか」判断することが望ましい。  

 

(3) アウトプット 

アウトプット、指標、入手手段について、PDM では以下のとおりである。 

アウトプット 指標 入手手段 

0 対象エリアの現状が 

把握される 

1 稲作技術が改善され 

る 

2 協力農家の多角化を 

含む営農体系が改善

される 

3 農民グループによる 

活動が促進される 

 

0-1 調査や評価の結果 

1-1 優良種子生産・利用システムが

構築される 

1-2 稲栽培技術に関する技術指針

が全ての優良種子生産・利用グ

ループメンバーに活用される

2-1 簡易な営農のための技術指針

が協力農家の 60％に利用され

る 

2-2 営農多角化メニューが、研修参

加者の 80％に活用される 

3-1 透明性の高い会計システムが、

15 の内、7 サブコミッティーで

実施される 

3-2 10 村の内で、5 以上の活動的な

女性グループが立ち上がる 

調査報告書 

 

定期的なモニタリング

及び評価調査 

 

1) 実績 

各アウトプットの実績とその評価結果は、以下のとおりである。 

・アウトプット 0 

現状の把握は、284 農家を対象としたベースライン調査や、優良種子利用者

グループ、営農協力農家、女性グループ等、プロジェクトによって形成された

組織メンバーや水利組合役員との日常的な接触、FFS 等研修における農民から

のプロジェクトへの積極的な参加等を通じて行われている。プロジェクトによ

れば、これによって、対象地域内における非灌漑地域の現状、土地無し農民の

存在と問題点、養鶏や養豚の開発ポテンシャル等が把握でき、プロジェクトが

対象とすべき農民の姿や戦略がより明確になったとのことである。その結果と

して、農民のニーズや地域の自然社会環境に配慮したプロジェクトとすること

ができたといえるため、本活動の意義は極めて高かったと判断される。  

・アウトプット 1 

PDM で示された 2 つの指標の内、1-1 については「システムが構築される」

を明確にするため「グループメンバーによって優良種子が生産され利用され

る」と解釈する。上述したように、現在 6 戸のメンバー農家によって優良種子

の生産が、69 戸のメンバー農家によってその利用が見られることから、プロ

ジェクトはすでに求められる成果を上げたと判断される。  

1-2 について、「技術指針」はまだ作られていない。プロジェクトによれば、
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2004 年にメンバー農家を対象に実施した稲作技術研修に関して、彼らにアン

ケート調査を実施し、現在その結果を分析中である。「技術指針」は、その結

果に基づき、農家の技術に対する受容度等を考慮して作られる予定である。し

たがって、今後プロジェクト終了までに、農民にとって有用な技術指針が作ら

れることが課題である。  

・アウトプット 2 

本アウトプットは、所得の向上や生計の改善を目的として、農家が稲作以外

に収入源を多様化できるようになることが目標である。指標 2-1 については、

プロジェクトでは、5 戸の営農協力農家に対して、個々の農家の現状に基づく

営農年間計画を策定しており、これを「技術指針」と解釈している。現在その

内 3 戸の農家が利用しているようであるが、残りの 1 戸は病気療養中、もう 1

戸は村外への転居という理由で利用されていない。したがって「営農年間計画

が営農協力農家 5 戸の 60％に利用される」という解釈に基づき、目標は達成

できたと判断される。  

2-2 については、営農多角化メニューが作られていない。その主な理由は、

プロジェクトによれば、篤農家等、先進的な農家、つまり営農協力農家を地域

内で見つけることが難しく、農家圃場を借りた多角化の試みがなかなか実施で

きないことにある。営農協力農家の数は、現時点では野菜栽培農家 5 戸、新た

にピーナッツ栽培農家 1 戸に留まっている。またこれ以外にも、プロジェクト

では養豚 1 グループ、養鶏 2 グループに研修を実施している。こうした農家や

グループは中核農家として、将来的には周辺農家への技術普及を促進する役割

が期待されているが、現状を見る限りこの点は懸念材料として残る。  

営農多角化を促進するため、プロジェクトでは、営農協力農家だけではなく

他の農民や 1 村 1 名、合計 10 名の VLA（農村家畜普及員）にも研修を行い、

VLA の内、2 名は担当する村の農民に研修を行っている。こうした研修内容が

どの程度農民に受け入れられているかは不明である。したがって、今後プロジ

ェクト終了までには、調査を実施して成果を把握する必要がある。  

・アウトプット 3 

指標 3-1 については、「透明性の高い会計システム」を明確にするために、

「15 の内、7 以上の FWUC（水利組合コミュニティー）で、水利組合の農家

から水利費が徴収され適正に管理される」と解釈する。プロジェクトでは

FWUC を対象に、水管理や資金管理の研修を実施し組織強化を図っている。

その結果、水利費徴収率が、全体では 46％、モデルエリアでは 88％に達して

いる。またすでに 14 の FWUC で、水資源気象省が指定する方法で水利費が管

理されている。  

この他、指標として設定されてはいないが、水利組合の強化がなされたこと

により適正な水管理が可能となったことが成果として挙げられる。2004 年雨

期作では、配水計画に沿った灌漑稲作が行われ、農業生産性の向上に大きく貢

献した。上述した水利費の徴収も、灌漑水がきちんとこなければ決してできな



 26

いことである。水利費の徴収率については更なる改善が必要であるものの、水

利組合の強化という面からはプロジェクトは成果を上げていると判断される。

ただし、まだ一度しか実績が出ていないことから、これについても 2005 年雨

期作の後に調査を実施し、プロジェクトの成果をさらに詳しく把握する必要が

ある。  

指標 3-2 の農村女性のグループ化については、プロジェクトによって、村レ

ベルで女性の組織化と強化のための会議や研修が実施され、その結果、現在対

象 10 村全てで女性グループが立ち上がっている。その内、6 村で女性リーダ

ーが同定され、リーダーからメンバーへ研修内容が移転されるようになってい

る。また 5 村でグループの中核メンバーが固定化したとのことである。こうし

た点から見れば、プロジェクトは目標を達成したと考えることができる。  

ただし、少なくとも PDM 上では、このこととプロジェクト目標との直接的

なつながりが見えず、その結果、農村女性のグループ化がそのまま農業生産性

の向上や生計の改善に結びついてはいない。この点からアウトプット－プロジ

ェクト目標の論理性には無理があると考えざるを得ない。何らかの機会に、よ

り明確な形で整理されるべきであったといえる。  

その一方で、プロジェクト地域を含めカンボジア国では、農民の組織化が難

しいといわれている現状を理解すべきであろう。水利組合による水利費徴収と

管理、所得向上を意図した農村女性グループづくりは、どちらも少なくともこ

れまでプロジェクト地域ではほとんど見られなかった組織活動である 5。こう

したことから、現時点では、本プロジェクトで（直接的であれ間接的であれ）

生計の改善に向けた組織活動が促進され始めた段階と理解し、その面からの意

義は高いと判断したい。  

今後の課題として、現在、リーダーのイニシアティブによって定期的な活動

を始めた女性グループが、そうした活動をいかにグループやメンバーの収入向

上に結びつけることができるか、そうした方向性に向かうよう支援することが

できるかにあるといえる。参考としてあえて 1 つの考え方を示せば、組織づく

りには、少なくとも(1) 指導力のあるリーダー、(2) 良いメンバー－組織の一

員として振舞えるメンバー、(3) ルール－役割分担と信賞必罰、(4) インセン

ティブ－組織の一員でいたい理由がある、の 4 つが不可欠である。現在プロジ

ェクトは、(1)と(2)を大方満たすことができたと考えれば、これからの期間、

(3)と(4)の充実に向けた努力が期待される。(3)は組織内部への直接的な働き

かけ、(4)は組織外部からの働きかけが必要である。特に(4)は、例えば女性メ

ンバーのニーズに「収入向上」という点があることが明確であれば、マーケッ

トから女性グループに働きかけ、グループ活動がそのまま収入に結びつくよう

な支援、つまりグループがインセンティブを持てるような仕組みづくりを支援

していくべきであろう。  

 

                                         
5  詳細は、本プロジェクトの第 2 次短期調査報告書（ 2002 年 5 月）を参照のこと。  
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(4) 活動  

活動については、PDM の中で、個々のアウトプットを生み出すために必要な活

動が網羅されていると判断される。ただし、プロジェクトの現状から、以下のと

おり 3 カ所の表現を修正すべきと考えられる。  

1-2 協力農家によって選定された水稲優良種子を増殖し、KADC で優良種子生産

を行い、農家へ供給する 

2-1 多角化メニューを作成する（コメ以外の作物、畜産、水産を含む）  

3-3 行政関係者 C/P への参加型開発に関しての研修を行う 

 

２－４ 外部条件 

プロジェクトが成果を上げるために、PDM に示されている外部条件が適切か否かを

再検討した。その結果、以下に示すとおり 3 つの条件を加えることが望ましいと考え

られる。  

プロジェクト要約  外部条件（追加分） 理由  
上位目標    
プロジェクト  
目標  

－KADC がプロジェ

クト終了後も活動

を継続する  

上位目標達成のために、プロジェクト終了後は

KADC が核となって活動を継続することが必

要である  

アウトプット    
活動  －健康状態や家庭の

事情により協力農

家の労働力不足が

発生しない  
 
－灌漑計画がバッタ

ンバン州水資源気

象局によって作成

される  
 

本プロジェクトでは農家から農家への技術移

転が農業技術普及の要であるが、協力農家とな

る先進的な農家の数が極めて限定されている

上、選定され研修を受けた農家の中でも病気や

家族の事情で急遽脱退することがあった。プロ

ジェクトにとっては予想外のことであり、教訓

としてあえて明記する。  
 

水利組合が機能するためには、計画どおりに圃

場まで灌漑水が到達することが不可欠である。

そのための計画を管轄機関である同局が適正

に作成し、将来にわたり継続することが必要で

ある。  
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第３章 評価結果 

 

３－１ 評価 5 項目による評価結果 

(1) 妥当性 

1) カンボジア国開発政策・戦略との整合性 

カンボジア国政府は、現在の開発政策や戦略の中で、貧困削減、農業セクターの

改善、農村部住民の生計向上に極めて高い優先度を置いている。本プロジェクトは、

農民の生計向上に向け農業生産性の改善を図ることを目標に計画・実施されており、

妥当性は高い。  

2) 対象グループのニーズとの適合性、選択した対象グループの適切性 

プロジェクトの開始時にベースライン調査が行われ、対象地域の現状や農民のニ

ーズが明らかにされた。それを基に、プロジェクトの具体的な実施戦略がつくられ

ている。さらにプロジェクトは、計画段階、実施段階とも、農民との日常的かつ密

な接触を心がけてきており、こうしたプロセスを通じて対象農民は主体的にプロジ

ェクトに関わっている。これらのことから、プロジェクトは農民のニーズをよく理

解し、それに応えようと努力している姿勢が認められるといえる。さらには、プロ

ジェクトはその便益を広く波及させるために、灌漑農民だけでなく、土地無し農民

や女性等も対象農民として含めており、対象グループの選択も適切であったと判断

される。  

3) 日本国・JICA の援助方針との整合性 

カンボジア国に対する日本国政府の援助方針は、「第 2 次社会経済開発計画

（SEDPII）と貧困削減戦略書（PRSP）に沿って、持続的な経済成長と貧困削減に寄

与すること」とされている。今後 5 年間における援助重点 4 分野の 1 つが「持続的

経済成長と安定した社会の実現」であり、それに直接関与する内容として「農業・

農村開発と農業生産性の向上」が掲げられている。また、JICA カンボジア事務所で

も、同様に、援助重点分野の 1 つを農業・農村開発としている。こうしたことから、

プロジェクトは日本国政府・JICA の援助方針に沿って計画・実施されたといえる。 

 

(2) 有効性 

1) プロジェクト目標の達成見込み 

第 2 章で述べたように、プロジェクト対象農民の農業生産性は向上している。加

えて、調査団の観察結果からは、2006 年 3 月のプロジェクト終了時までに、彼らの

生計がより改善され安定する方向に向かうことが期待される。ただし、現時点では

定量的なデータが不足しているため、終了時までには、2005 年雨期作についての農

業生産性調査と、農民の生計についてのインパクト調査を実施し、プロジェクトの

有効性についてより詳細に把握することが必要である。  
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2) アウトプットの適切性 

プロジェクトは、アウトプットとプロジェクト目標を以下のようにリンクさせて

計画・実施されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで示されているように、プロジェクトはまず対象地域の現状を把握している。

それに基づき、直接プロジェクト目標の達成につながるよう、アウトプット 1 と 2

が計画・実施されている。さらに、「農民グループ」を水利組合と考えれば、アウト

プット 3 はプロジェクト目標の達成に直接寄与する他、他の 2 つのアウトプットの

産出にも貢献すると考えられる。したがって、プロジェクト目標の達成のために、

これら 4 つのアウトプットを設定したことは、論理的かつ適切であったと判断され

る。  

3) 外部条件の影響 

PDM に示されているように、プロジェクト目標を達成するための外部条件の 1

つが「灌漑水の不足が生じない」である。プロジェクトは実際に灌漑水の不足問題

に直面しており、プロジェクト実施期間の内、これまで灌漑耕作が実施できたのは

一度だけである。プロジェクト活動の多くが灌漑耕作と関連しているため、灌漑水

の不足が生じなければ、プロジェクトの成果はより上がっていたと推測される。  

 

(3) 効率性 

1) アウトプットの産出 

第 2 章で記述したように、稲作栽培技術と農民組織に関連したアウトプットは、

評価調査の時点でタイミング的に難しい部分を除き、ほぼ全てが計画通りに産出さ

れている。また、営農に関するアウトプットは、プロジェクト終了時までには産出

されると予想されている。ただし、最終的な結果は、プロジェクト終了時までに実

施される調査で明確にされる。  

2) 活動の適切性 

4 つのアウトプットを産出するために必要な活動は、全て網羅されていたと判断さ

れる。活動は論理的に計画・実施され、一部の修正点を除き、アウトプットを産出

するために適切であったといえる。 

1 稲作技術が改善される  
2 協力農家の多角化を含む営農体系が改善される  
3 農民グループによる活動が促進される  

 

0 対象エリアの現状が把握される  

プロジェクト目標：農民の積極的な参加を通じてコンピンプイ地域の協力農家の

農業生産性が向上し、生計が安定する。  
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3) 外部条件の影響、適切性 

プロジェクトでは、アウトプット 2（営農改善）の産出のために、営農協力農家を

選び支援することが必要と考え実施してきている。その一方で、対象地域内でこう

した協力農家を見つけることは簡単ではなかったとされているが、それに加えて病

気や家族の妊娠で二人の協力農家がプロジェクト活動を突然停止しなければならな

くなってしまった。プロジェクトがこうした個人的な問題までもコントロールでき

る訳ではないが、リスクの 1 つとしてあらかじめ考慮しておくべきだったと判断さ

れる。  

4) 投入の適切性、適時性 

ほとんどの投入は計画通りになされた。以下に述べるように一部の遅れがあった

が、プロジェクトの実施プロセスに大きな影響は無かったと判断される。 

・プロジェクトダイレクターが、プロジェクト開始当初から長期間不在であった。  

・農民組織担当の JICA 専門家の赴任が当初計画より 5 カ月間遅れた。  

・プロジェクト開始当初、農民組織の C/P が配置されなかった。また配置後も、州

の水資源気象局の命令によって、しばらくの期間、活動が停止された。  

 

(4) インパクト 

1) 上位目標の達成見込み、適切性 

上位目標とプロジェクト目標は論理的な因果関係があるといえる。評価調査の時

点では、19 名の優良種子利用者グループメンバーの農業生産性（単収）が向上し、

その結果グループへの参加農家が 69 名に増えていることから、プロジェクトの波及

効果が生じているといえる。このことから、上位目標が達成される見込みはあると

判断されるが、そのためには組織や制度・政策等、必要な措置が講じられること、

その上でも 3～5 年以上の期間は必要であることが理解されなければならない。  

2) 外部条件の適切性 

全ての外部条件は上位目標達成のために適切であるといえる。加えて、プロジェ

クトの終了後については、KADC が核となって活動を継続することが必要である。 

3) プロジェクトによる正負のインパクト 

以下のようにプロジェクトの正のインパクトが認められる。 

・プロジェクトによって、優良種子生産量が 1.99t に達し、そのうち 1.42t が農民間

で売買された。  

・これまで CARDI 以外では入手できなかった稲の種子生産に関するデータが、プロ

ジェクトによって蓄積された。  

・種子生産に関心を持ち活動に参加する農家が、2004 年の 19 名から 2005 年には 69

名に増加した。  

・プロジェクトでは、技術移転の方法として FFS 訓練が採用され、その有効性が認

められた。この方法はカンボジア国の他地域でも適用可能であることが確認され
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た。  

・KADC では、優良種子の生産と販売によって独立採算ができるシステムを確立し

つつある。近隣にある他の試験場にとって、モデルとなる可能性がある。  

・プロジェクトによる負のインパクトとして深刻なものは認められなかった。  

 

(5) 自立発展性 

1) 活動継続に向けた政策的支援の見込み 

カンボジア国政府は、農業・農村開発を重要な開発戦略の 1 つとして位置付けて

おり、そのため本プロジェクトの重要性は極めて高いと認識している。したがって、

プロジェクトは、政策的に、特に農業省からの支援を受けられる可能性が高いと見

込まれる。  

2) 活動継続に向けた組織的な自立発展性の見込み 

KADC は現在、種子と稲の生産・販売によって活動資金を賄っているが、それだ

けで今後、現在のプロジェクト活動全てを継続できる訳ではない。これまでの活動

を継続しさらに拡大・発展させていくためには、農業省やドナー等、外部からの財

政的支援が必要である。カンボジア・日本両国政府によって本件が考慮されること

が望まれる。  

3) 技術の普及見込み 

プロジェクトの計画が基本的に農民のニーズに基づいて策定されていることもあ

り、プロジェクトが導入している技術は平易かつ農民が適用できるレベルである。

政府の普及員の数が極めて限られていることもあり、プロジェクトでは農民グルー

プを形成した上で、導入した技術を農民から農民へ移転することに努めている。カ

ンボジア国の現状を考えた場合、こうした技術やその移転方法は、現在の政府普及

員や農民によって活用され、他地域へ普及されることが期待される。 

4) 社会面等からの受容性 

プロジェクトでは、ベースライン調査の実施、農民との密なコミュニケーション、

村長を通じたプロジェクトに相応しい対象農民の選定等を心がけている。さらには、

土地無し農民や女性もプロジェクトの対象とし、灌漑農業の促進によって灌漑農地

を持つ者、持たない者の間の経済格差が拡大しないように意識している。こうした

配慮によって、プロジェクトが社会的、伝統文化的に受け入れられる可能性は高い

と判断される。 

 

３－２ 総合判定 

上述した評価結果に基づき、現時点では、プロジェクト目標はプロジェクトが終了する

2006 年 3 月までに達成される見込みが高いと判断される。しかし、プロジェクトの自立

発展性を確保するためには、両国政府によってなお、適切な措置が講じられる必要がある

と考えられる。  

プロジェクトは、カンボジア国における農業・農村開発の 1 つのモデルであると考えら
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れることから、その成果は国内他地域へも拡げていくべきである。 

上述したことを包括し、本プロジェクトは当初計画通り、2006 年 3 月 31 日をもって終

了されることが望ましいと判断される。  
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第４章  提言と教訓 

 

４－１ 提言 

(1) プロジェクトが農家の生計をどの程度改善したかを把握するために、プロジェクトは協力

期間終了前にインパクト調査を実施し、ベースライン調査で得られたデータと比較をする

必要がある。加えて、技術研修に参加した農家がどの程度研修内容を実践しているか、フ

ォローアップ調査も実施すべきである。 

(2) プロジェクトは、残された期間灌漑システムの適正管理がなされるよう、水利費徴収だけ

でなく水資源気象局の計画に基づいた水管理の観点で、引き続き水利組合強化に向けた支

援を行わなければならない。 

(3) カンボジア国におけるプロジェクトの意義を鑑み、中央政府及び他ドナーにプロジェクト

の成果を発表する等、更なる広報活動が必要である。 

(4) 協力期間終了後、プロジェクトの成果は他の地域へも普及されるべきである。特にプロジ

ェクトが採用したFFSをはじめとする技術移転の手法は、カンボジア国で実施される類似案

件でも適用可能である。そのためまず、農林水産省及び農業局は開発適地の農民のニーズ、

政府普及員の現状や地域の開発可能性の違い等について調査を行うべきである。 

(5) プロジェクト対象地域では優良種子に対する需要が高いことから、農業局は傘下の各試験

場での種子増殖を促進すべきである。コンピンプイ農業開発センターは、優良種子の生産

販売によって独立採算で運営できる可能性もあり、州内の各試験場でも同様の運営が可能

か調査する必要がある。 

(6) 灌漑農業を成功に導くため、州レベルでの農業局と水資源気象局、および中央レベルでの

農林水産省と水資源気象省との連携は、さらに強化されるべきである。水資源気象局と水

資源気象省は灌漑配水計画の策定、農業局と農林水産省はその実施にそれぞれ責任を持つ

ことから、4者の連携と協力が強く期待される。 

(7) プロジェクトは、普及活動や試験場における栽培実験に関し、C/Pの能力を開発してきた。

農業局職員の更なる能力向上に向け、大学院における農業教育の機会が提供されることが

望まれる。 

 

４－２ 教訓 

(1) 稲作農家と市場（特に精米業者）との関係強化を意図したプロジェクトのアプローチは、

農家の生計向上に効果があることが確認された。こうした関係強化には、プロジェクトが

立ち上げたBARN（バッタンバン農業農村ネットワーク）も大きく寄与しており、農業局は

今後も農村開発における民間セクターの活用を最大限検討すべきである。 

(2) プロジェクト目標の達成度を測る1つの指標として「グループメンバーが生産したコメの品

質が優良と評価される」を設定した。農家が生産したコメが高品質米として市場に受け入
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れられれば、農家はより多くの利益を得ることができ、プロジェクト目標に直結すること

は明白である。この指標の評価は市場に委ねられるため必ずしも客観的とは言えないが、

市場指向のプロジェクトであることから有効な指標と考えられる。 

(3) プロジェクトの多くの活動は灌漑用水と密接な関係を持ち、PDMにもプロジェクト目標を

達成するための外部条件として「著しい灌漑用水不足が生じない」と明記されていた。し

かし残念なことに、コンピンプイダムの水不足から、灌漑用水が利用できたのは3年間のプ

ロジェクト期間の内、一作期のみであり、明らかにプロジェクトが実施した研修の効果発

現を阻害した。この事実から、たとえ灌漑を主体としたプロジェクトにおいても、灌漑用

水不足の場合にプロジェクト成果を確保できるような方策を計画に含めるべきである。本

プロジェクトにおいても、天水による稲作手法や市場指向の組織形成・強化といった研修

を活動に含めていれば、成果の発現はより大きかったと思われる。 
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調査日程  

No. 月日  調査団本体  評価分析団員  

 7 月 24 日

（日） 
 本邦発、プノンペン着  

 25 日  
（月） 

 

 26 日  
（火） 

 

1 27 日  
（水） 

16:00 JICA カンボジア事務所打合せ  
 

プノンペン→バッタンバン陸路移動  
プロジェクト専門家との打合せ 
評価分析に係る以下の先行調査  
・飼料の入手（統計資料、各種レポート等） 
・評価グリッドに基づいたインタビュー 
・結果の集計と分析  

2 28 日  
（木） 

09:00 水資源気象省表敬・打合せ 
10:30 農業省表敬・打合せ 
プノンペン→バッタンバン陸路移動  

 

3 29 日  
（金） 

07:45 日本人専門家打合せ 
14:30 合同評価委員会（評価打合せ）

15:30 プロジェクトによる活動プレゼンテ

ーション 

収 集 情 報 の整 理 、分 析 、プロセス評 価 、実

績評価の整理  
調査団本体に対する報告  

4 30 日  
（土） 

07:45 コンピンプイセンター及びプロジェクトサイトの視察（機材利用状況・施設利用状

況の確認、プロジェクト普及活動・効果発現現場のフィールド調査） 
14:30 専門家・C/P インタビュー（プロジェクトマネージメント・技術に係る評価）  
16:30 調査団内打合せ  

5 31 日  
（日） 

合同評価レポート（案）の作成  

6 8 月 1 日  
（月） 

08:00 バッタンバン州農業局表敬・打合せ  
09:00 バッタンバン州水資源気象局表敬・打合せ 
10:00 合同評価委員会（評価に係る情報収集状況、分析結果の協議・取りまとめ）  

7 2 日  
（火） 

07:30 ステアリングコミッティ開催  
バッタンバン→プノンペン陸路移動  

8 3 日  
（水） 

08:30 JICA カンボジア事務所打合せ、文言に係る先方との打合せ 
11:00 在カンボジア日本国大使館中間報告  
14:00 FAO 聞き取り調査  

9 4 日  
（木） 

09:00 合同調整委員会（JCC）の開催  
・プロジェクト進捗状況説明  
・合同評価レポート説明  
・意見交換  
・ミニッツの署名  

10 5 日  
（金） 

14:00 調査概要報告  
プノンペン発  

11 6 日  
（土） 

成田着  
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主要面談者  

 
農林水産省（MAFF）  

  H.E.Teng Lao             Secretary of State 

  Mr. Pen Vuth                          Director, Department of Agronomy and  

Agricultural Land Improvement  

(Project Director) 

 

水資源気象省（MOWRAM）               

  H.E.Veng Sakhon                      Secretary of State 

  Mr. Thach Sovanna                     Vice Chief, Hydropower and Flood Control  

                                       Office 

 

バッタンバン州政府  

 H.E.Prach Chan                       Governor 

   

バッタンバン州農業局  

 Mr. Cheam Chan Sophorn               Director  

  Mr. Seang Chhourth                    Deputy Director (Project Manager) 

 

バッタンバン州水資源気象局  

 Mr. Long Phalkun                     Director 

  Mr. Hong Kimsan                     Deputy Director 

 

在カンボジア日本国大使館  

 高久 竜太郎                        二等書記官  

 

JICA カンボジア事務所  

 力石 寿郎             所長  

 三次 啓都             次長   

 伊藤 香純             在外専門調査員   

    

付属資料 2  主要面談者
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